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この 資料 は,日 本 自転 車振興会か ら競輪 収益の一 部で

ある機械工 業振興 資金 の補 助 を受けて,平 成 元年 度 に実

施 した 「産 業界の システ ム化 に係 る制度問題 の調査研 究」

の一環 と して とりまとめ た ものであ ります。







は じ め に

我が国の情報化は近年、急速に進展 し、生活 ・家庭分野までに広範囲に及んで きています。特に、産業界の情報化

の進展は極めて著 しいものがあり、さらにネ ットワーク化の進展はこれまでの各企業 レベルにおける企業内オ ンライ

ン化か ら企業間ネットワー クへ と拡大 し、広域的な広が りをみせっっあ りまつ、

このような背景の中で、ネ ットワー ク構築の効率化や円滑な業務処理を行 うため、情報ネ ッ トワークサー ビスを利

用す る企業あるいは業界団体等が急速に増加 してお り、将来産業界のネ ットワー ク化を展開す る上で情報ネ ッ トワー

クサー ビスは重要な役割を果 たす もの と期待 されております。

それだけに、産業界全体と してネッ トワー ク化を進める上で、あるいはユーザーのニーズに十分応えることので き

るサー ビス提供の観 点か ら情報ネ ットワー クサービスの健全なあ り方にっいて様々な検討の必要性が指摘 されてお り

ますが、現状ではその実態が十分に把握 されていないのが実情であります。.

そ こで、本調査では、情報 ネッ トワークサービス事業者が提供 しているサー ビス内容、運用状況等を中心 にその実

態を調査 し、 とりまとめま した。

また、本調査の結果は、産業界の情報化意識の啓発を図 るとともに、今後の産業界のネ ットワー ク化を推進する上

で貴重な資料 として活用 したいと考えてお ります。

ここに、木調査を進めるに当たって ご協力を賜った関 係各位に対 して厚 くお礼申 し上 げます。

平成2年3月

財団法人 日本情報処理開発協会

産 業情 報化 推 進 セ ンター
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調 査 概 要

{1)今 年度調査結果の特徴

当調査 は当協会の産 業情 報化推進 セ ンターで1昭和61年 度か ら実施 してい るものであ るが、今回 はその第4回 目に

あたる。今回の調査結果 か らと くに特 徴的な点 にっいて、次 にいくっか指摘 したい。

① 昭 和62年度 を ピークと して、業 者数の伸び率 は鈍 化 してお り、依然 と して新規の届出 ・登録業者数 はかな り多

くはあ るもののVAN事 業の起業 ブームは収 まりっっ ある。 また、木調査 に対 してその事業内容を的確に答え ら

れない新規参入業者 も多 いことか ら、参入事業 者の内容 も変 化 して いるもの と思 われる。

② 採算性、売上高の伸びな どに大 きな変化(好 転)が み られない。800社 近 くと黎明期 に してはあま りに も多数

の参入のあ る業界が大 きな踊 り場(見 極め時期)に さしかか った と思 われる。今後成長過 程に向か うのか否か注

視す る必要がある。

③ 採算の とれる ビジネスと して は依然 と して情報処1里サ ービスに大 きな期待があ る。 それ に対 しパ ソコン通信、

電子掲示板、電子 メールな どのサ ー ビスメニ ューは今後 とも採算 目的 とい うよ りはメニ ュー揃えの役割 に ウェイ

トがおかれ、 それ 自体の採算性よ り関連事業 との抱 き合わせ サー ビスとして提 供されて い くであろ う。

④ その一方、パ ソコン通信等を中心に不特定多数のユーザーを相手に した業者が 多 く存在す る。 それ らと特定多

数の企業を顧客 とす る業者 とは ビジネスの展開方針、採算性、設備、運用 などの各側面で2極 化 してい くであろ

う。

この ようにV∧N(付 加価 値通信 ネ ッ トワーク)業 者という捉え方で一括 して捉える ことにそ ぐわない動 きが多

くでて きており、改めてr情 報 ネッ トワークサー ビス業者」とい った捉え方で この業界 を把握 し、分析 しなおす こ

とが必要 と考え る。その上で2極 化 した事業者を1っ の枠組みで捉え ることが困難であれば、分類を変 えるなり し

て、新 しい枠組みを考案す る必要があ ろう。

{2)調 査対象

情報ネットワークサービスとして以下のサービスを提供している事業者を対象とする。

① 情報処理サービス

② 情報提供サービス

③ 高度通信サービス

④ 基本通信サービス

⑤ 回線リセール
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{3)調 査期間

平成元年12月28日 ～平成2年1月31El

{4}調 査対象数及び回収(回 答)数

① 調査対象数861事 業 者

② 回収数289事 業 者(有 効回収数246事 業者)

③ 回収率33.6%(有 効回収数28.6%)
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回答者の業種別内訳

 

1

(回答206社)

元 年 %

農林 ・水産業 口 1 0.5

建設業 2 1.0

勤造業 修 18 8.7

流通業 27 13.1

金融業 墓 6 2.9

物流業 慧 9 4.4

情報産業 129 62.6

サー ビス業111111 2 1.0

その他 鯉 12 5.8

(%)

62.6

13.1

8.74.4

5.8
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情報産業の内訳 新聞 ・放送 ・広告 ・通信 業 ・情報処理サービス ・ソフ トウェア

情報提供業 ・専業の第二種通信事業者

 

※
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2.事 業の実施 状況 一1/4の 企業はサー ビス実施せず 一

情報ネ ッ トワークサー ビスを実施 して いないと回答 した企業が昨年の1&6%(3g社/210社)に 対 し、25.3%(

60社/237社)と1/4を 上回 った点が8三目され る。 実施 しない理 由はい ろいろだが、中止 したもの も5社 あり

その他の中に も 「サー ビス需要 な し」 「検討 していない」 といった注記が あ り、届 出は したものの実施 して い

ない ものであ る。 提供サ ー ビスの有無にっいては昨年 に比べ高度通 信を提 供 して いる企業の比率が大幅 にア ッ

プして いる。 しか しなが ら、高度通 信における提 供サー ビスメニ ュー数で見 ると、1企 業当た りの提 供メニ ュー

数は若干減少 してお り、パ ソコン通信などに特 化 したサー ビス業者が増加 して いるためではないかと思われ る。

① サービス実施状況

サー ビス実施中 サー ビス実施 な し

62年口 168 35

63年iiiii 171 39

潮 177 60

62年% 82.8 17.2

63年% 81.4 18.6

元年% 74.7 25.3

(回答203社)

(回答210社)

(回答237社)

ビ

ス

実
施
中

ビ
ス

実
施
な
し

(%)
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② 情報 ネ ッ トワークサ ー ビスの内容

回線 リセール 基本通信 高度通信 情報処理 情報提供

62年 口 41 63 71 101 67

63年iiiii 35 46 58 ll3 61

元 年修 42 44 114 110 59

62年% 24.6 37.7 42.5 60.5 40.1

63年% 20.5 26.9 33.9 66.1 35.7

元 年% 23.9 25.9 64.8 62.5 33.5

複数回答

(回答167社)

(回答171社)

(回答176社)

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

}

1一

一

一

而

・w"● ■'■

一
;勿

1逐

ill

lll』""

一
ク

'髪

..

i_

…iii
i

……彫 ]ii..'■■,■一 ■■■ …ii

影 ll… lli
回

線

リ

七

一

ル

基
本
通
信

高
度
通
信

情
報
処
理

情
報
提
供

(%)

1.回 線 リセール(単 純再販)は 、専用線 サー ビスの ことをい う。

2.基 本通 信は、パ ケ ッ ト交換サー ビス、回線交換サー ビスの ことをいう。

3.高 度 通信は、次 のよ うな提供サー ビスとことをい う。

・パ ソ コン通信

・電子掲示板

・電子 メール

・音声 メール

・フ ァクシ ミリメール

・ファイル中継 ・接続(蓄 積転送)

・トラ ンザ クシ ョン(リ アル)中 継 ・接続

・集配信サ ービス

・ビデオテ ックス

・音声応答サー ビス



③ サー ビスを実施 しない理由

近くサービスを
実施する予定

サービス開始の目

途が立 っていない

サー ビスを行 う

予定 はない

サー ビズは

中止 した

その他

62年[] 8 8 12 3 3

63年iiiii 8 6 8 0 14

元 年修 6 8 14 5 26

62年% 23.5 23.5 35.3 8.8 8.8

63年% 22.2 16.7 22.2 0.0 38.9

元 年% 10.2 13.6 23.7 8.5 44.1

(回答34社)

(回答36社)

(回答59社)
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3.事 業者の規模 一 事業者に大きな変化なく、規模も変わらず 一

昨年 より回答数の増え た分 は、資本金、年商共にほぼ全域 に分布 してお り、規模の うえか らは大 きな変化は見

られない。

回線数の規模につ いて は、500回 線以上の事業者が減 っている(27社 一22社)の が目にっ くが、 これ は昨年回

答の27社 の うち半数か ら今年 は回答が 得 られ なか った ことによる ものであ る。新たに9社 が500回 線以上 と回答

してお り、実際に はこの規模の事業者が増えてい ることが うかが える。

① 資本金規模

1億円
未満

口

1億 円～

10億 円未満

10億 川～

50億 川未満

修

50億 円～

200億 円未満

20〔1億円～

ド「・億円未満

墓

瀞 95 90 24 14 7

% 38.6 36.6 98 5.7 2.9'

1千 億円

以上

5

2.O

無
回
答
…

11

4.5

(回答246社)

② 年商規模

1億円
未満

口

1億 円～

10億 円

未満

10億円～

50億 円

未満

修

50億 円～

200億 円

未満

200億 円～

1千 億円

未満

墓

1千億円
～5千 億

円未満
ぶ

5千 億円

以上

llll川1

無
回
答

辞 27 68 52 31 17 14 11 26

% ll.0 27.6 2Ll 1Z6 6.9 5.7 4.5 1α7

(回答246社)

1千 億円～

200億 円～

50億 円～

200億 円未満

10億 円～

50億 円未満

(%)
円～
円未満 無回答

2
藷4亘

未簾 …liξ

〆〃z〆6ン〃`z"'/〆"〆'∠'イzπ

1億 円 未 満

38.6
、

i欄 柔議…… ×

層・……366

'資 金規模

5千億

1千億円～

5千億円未満

200億 円～

1千億円未満

50億 円～

200億 円未満

無回答1億 円未満

(%)

年商規模
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③ 回線数の規模

元 年 %

～20回 線 口 45 27.6

～50回 線 33 20.3

～100回 線 修 23 14.1

～150回 線iiiii 9 5.5

～200回 線 墓 6 4.3

～250回 線 ぶ 7 4.3

～500回 線iiiii 20 12.5

500回 線～ 麟 22 13.5

※ 単位回線の換算方法

(回答165社)
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〔政令第1条 で定める基準〕

ア 特別第二種電気通信事業の電気通信設備の規模の基準は、当該設備に収容される電気通信回線の数が、1,200ビ

ット毎秒の伝送速度の電気通信回線(以 下 「単位回線」という。)に 換算して500で あることである(算 定の対

象となる回線にっいては、別図を参照)。

イ 算定の対象となる回線の単位回線への換算にっいては、政令第1条 第2項 に定める次の方法に従って行う。

(ア)ア ナログ信号伝送用の電気回線(電 話の役務を提供するために用いられる電気通信回線をいう。以下この項に

ついて同じ。)に っいては、単位回線1回 線に換算する。

(イ)電 話回線以外のアナログ信号伝送用の電気通信回線のうち、周波数帯域の幅が4キ ロヘルツ以下である回線に

っいては、単位回線2回 線に換算する。

(ウ)電 話回線以外のアナログ信号伝送用の電気通信回線のうち、周波数帯域の幅が4キ ロヘルツを超える回線にっ

いては、周波数帯域の幅4キ ロヘルツ当たり(4キ ロヘルツに満たない端数は、切り捨てるものとする。)単 位

回線2回 線に換算する。

(エ)デ ジタル信号伝送用の電気通信回線にっいては、各の回線ビット毎秒を単位として表される伝送速度(1万2,000

ビット毎秒を超える伝送速度の回線にあっては、1万2,000ビ ット/毎秒とする。)の 総和を1,200で 除して得

られる商(1に 満たない端数は、切り捨てるものとする。)に より単位回線に換算する。
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4.事 業の参入動機 一 事業の参入動機は多様化一

参入動機 で最 も多 いの は、 「業務処理の高度化」(回 答者数の17.o%)、r新 しい ビジネスのチ ャンス」(回

答者数 の15.8%)で ある。 これ までは、上位2っ(昨 年は 「業務処 理の高度化」と 「関連会社のネ ッ トワー ク支

援」)と それ以外の動機 との間に は率的に大 きい差があ ったが、今年 は上 位5っ の動機 に差がな く、各事業者の

参入動機が分散化 された形 とな ってい る。 この中で注 目され るのは、既 存事業者の中で 「新 しい ビジネスのチャ

ンス」(10社 →25社)「 地域の情報化への貢献」(6社 一・17社)を 動 機と した事業者が 昨年の 倍以上 とな ってお り

地域の情報 化に対す る関L・が影響を及ぼ してい ると想 定され る。

元 年

1
将
来
性

見を
込
ん
で

2

新
し

のい

チ ビ

ヤジ
ンネ

スス

3

新

し
い

サ

の1

提 ビ

供ス

ll
地
域
の
情

の報
貢化
献へ

7

卜関
ワ迎

1会

ク社

支の

援 ネ
ツ

8
法

畷
触制
すに
る
た
め

9
に顧

よ客
つか

て ら

の

要

請

5
業
務

高処
度理
化の
な
ど

4
と業
し容
て拡
大
の
手
段

6
蓄
積

活技
か術

す等
たを
め

10

ア会
ツ社

プの

のイ

たメ

め1

ジ

12

そ

の

他

新 規 ・iiii 4 2 6 6 1 0 0 2 0 0 0 0

既存曇 19 25 14 17 23 1 4 27 16 3 0 1

全体 23 27 20 23 24 1 4 29 16 3 0 1

新規% 191 α5 28.6 28.6 4.8 0.0 0.0 9.5 α0 0.0 0.0 α0

既存% 127 16.7 α3 ll.3 15.3 0.7 27 18.0 10.7 2.0 00 07

全体% 13.5 158 11.7 13.5 14.0 α6 2.3 17.0 9.4 L8 00 0.6

(回答21社)

(回答150社)

(回答171社)
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5.ネ ッ トワーク形態 一 ネ ッ トワー ク型 に移 行の兆 し 一

ホス トを中心 と した ものが、相変わ らず85%以 上を占めてお り、大枠 として は変化が見 られない。

しか しなが ら、ホス ト中心型が減少 し(前 年度比 一5社)こ れ以外のネ ッ トワー ク型が増加 して(同+12社

)い る点 は、規模の拡大や利用技術の進歩によ って、ネ ッ トワーク機 能 と処理機能 とを各々独立 させ る事が 、経

済性 ・管理の容 易性等の観 点か ら評価を得っっあると考え られ る。

ネ ッ トワーク形 態

元 年 ,%

ホスト集中型 口 90 56.3

ホス ト中心 ネッ トワー ク型 46 28.8

ホス ト/ネ ッ トワー ク分離型(パ ケ ッ ト網)修 19 11.9

分散ネットワーク型' 5 3.0

その他 ≡i 0 0.0

(回答160社)

ホ
ス
ト
/
ネ

ッ
ト

ワ
ー
ク
分
離

型

(
パ
ケ

ッ
ト
網
)

その他

(%)

1.ホ ス ト集 中型

ホ ス ト ・

コ ン ビ 多 一 夕

P-4,L冶 宋

・.tTク ス

2.ホ ス ト中 心 ネ ッ トワ ー ク 型

3.ホ ス ト/ネ ッ トワー ク分離 型(パ ケ ッ ト型) 4.分 散 ネ ッ トワー ク型

!一`㌧ コ ン ビ 白 一 ク
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6.ホ ス トコンピュータ ー 汎用機が8劃 一

ホス トコンピュータは83%が 汎用 機(同 一の アーキテ クチャに基づき 「フ ァミリ」あるいは 「シ リーズ」を形

成 し、 ソフ トウェアの上 位互換性が ある もの)で あ り、前年 とほぼ同 じ傾 向で ある。

ただ し、前年と比較 して汎用機の 台数 は、増加 した ものの(13台 か ら20台)汎 用機を所有す る事業者の割合は

3%ほ ど減少 し、よ り小型機 でのサー ビスを行 う傾向 も見 える。 また、ホス トコンピュータな しの事業者はな く

な り、回線再販 ビジネスのみを行 う業 者がサー ビスの幅を広げた ものと思 われる。

畑
汎用機

口

中型
汎用機

小型
汎用機

修

才力 ス

コンピュ一夕

iiiii

ミニコン

誓

パソコ ン

ぶ

ボス}コンピュータ

な し

癖 71 54 7 4 12 12 0

% 44.4 3a8 4.4 2.5 7.5 7.5 0.0

(回答160社)

オ フ ィ ス

コ ンビ ュー

小型汎用機

ホ ス トコ ンピ ュ ー タな し

0.0

パ ソ コ ン

(%)

〈大 型汎用機>

44.4%の 内訳

1台

(%)

28.2 、2台

29.6

9.9

.・.7.0、'9'・

22.5

<中 型汎用機>

33.8%の 内訳

3台(3.7)

4台(1.9)

[:蒜㌦
3台

4台

＼5台(2
.8)

5台以上

2台

25.9 .

1台

63.0

汎用 コンピュータ台数内訳 (回答社数)

1台 2台 3台 4台 5台 5台以上

大型汎用機 20 21 7 5 2 16

中型汎用機 34 14 2 1 0 3

小型汎用機 4 2 0 0 1 1
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7.サ ポ ー トプ ロ トコル

一 上位プ ロ トコルではJ手 順 、下位 プロ トコルではX.25を8割 以上の事業者がサ ポー ト ー

上位プ ロ トコルに関 して は、J手 順が8割 を超 えた以外は、昨年 と殆ど同様の構成 とな っている。ElAJ

規格な どで標準化の進 んで いる業界手順 も、サ ポー トしている事業者の数はまだ少 ないと言え る。

一方、下位 プロ トコルは、X.25、X.75と もに増えてい る。X.25は8割 を超え、X.75は ネ ッ トワー ク同士の網

間接続によ り増加 している。

メー カプロ トコルに関 して は、昨 年・とほぼ同様の構成である。無手順 ・TTYに っ いて は、今年度新た に加

えた分類であるが、パソコ ン通信 などの 普及 により、最 も多 い数値にな って いる。 また、ベー シックか らSD

LCやHDLCな どハ イ レベ ルへの移行が意外 と進んでいない。ユーザー、事業 者ともに、高度 化が遅れてい

る面を併せ もってい ると言え よう。

① 上位プロトコル (%)

J手順 全銀手順 CAT/
CAFIS

業 界手 順

一

その他

62年 口 73.7 53.5 11.4 4.4 18.4

63年; 70.8 54.2 15.0 10.8 20.0

元 年 修 80.3 54.1 13.9 9.8 18.0

複数回答

(回答122社)
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界
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そ
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② 下位 プ ロ トコル (%)

X.25 X.75 そ の 他

62年 口 77.5 15.5 15.5

63年iiiii 78.6 15.7 35.7

元 年 修 88.4 21.7 21.7

複数回答 (回答69社)

|00

"

80

TO

60

50

40

30

20

|0

0

X.25 X.75 そ
の
他

(%)

③ メーカープロ トコル (%)

SDLC HDLC lBM

ベ ー シ ック
日電
ベー シック

富士通
ベー シック

日立
ベ ーシック

無手順 ・

TTY

そ の 他

62年 口 45.2 49.2 45.2 15.3 25.8 9.7 16.1

63年iii 31.8 46.5 45.0 23.3 27.9 9.3 17.8

元 年 修 39.6 41.0 40.3 23.0 29.5 8.6 44.6 6.5

複数回答 (回答139社)
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8.サ ー ビス地域 一 増加する国 際間サー ビス ー

今年の特徴 は国際間をサー ビス地 域とす る業者が着 実に増加 した ことであ る。基 本通 信、高度通信 、情報処理

の各サー ビスで、国際間を対象 とす る企業 は各々7.五%、7.3%、3.7%(昨 年 は各 々2.4%、7.0%、2.3%

)と な り、昨年 よ り増加をみせて いる。今後 米、英 に加えて、様々な地域 とのVANサ ー ビスが認可 され るとこ

の比率はます ます増加す るもの と思われ る。

国内にっいて言えば、牌 の傾 向 一 特定㈱ 象サ ー ビスの増加 一 が今年 も{燃 と してみ 肱 離

通信 と情報処理サ ー ビスにおいて は特定地 域を対 象とす る企業の割合が若干増加 している。

① サービス地域(既 存)

特定地域 口 全 国ii 国 際 修 その他iiiii

基本通信サービス 42 49 6 0

高度通信サービス 147 187 27 0

情報処理サービス 126 91 7 0

複数回答

(回答71社 、回 答数97)

(回答157、 回 答数36D

(回答95社、回働)

基本通信サービス

高度通信サービス

情報処理サービス

特定地域 全国 国際

…1

'
1(

・α・ ㌘

40.7 51,8.

56.3 40.6

3.1

一 ー一(%)

o 10203041)50fio70BonOlOO
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② サービス地域(新 規)

特定地域 口 全 国i…ii 国 際 修 そ の 他._

基本通 信サービス 0 1 1 0

高度通 信サービス 7 26 2 0

情報処理 サービス 11 6 2 0

複数回答

(回答2社 、回答数2)

(回答18社 、回答数35)

(回答13社 、回答数19)

基本通信サー ビス

高度通信サービス

情報処理サービス

特定地域 全 国 国 際

(%)
OlO2030405060708090|00

③ サービス地域(全 体)

特定地域 口 全 国ii 国 際 修 その他iiiii

基本通信サービス 42 50 7 0

高度通信サービス 154 213 29 0

情報処理サービス 137 97 9 0

複数回 答

(回答73社 、回答数99)

(回答175社 、回答数396)

(回答108社 、回答数243)

基本通信サービス

高度通信サービス

情報処理サービス

特定地域 全 国 国 際

42.4 難50.5

38.9

、雛
53.8

56.4 ::3・・'∨

3.7
ー 一一(%)

OlO203040506070809,0100
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9.サ ー ビスの利用者 一 家庭 ・個人及び不特定ユーザーが増加の傾向 一

昨年 「その他」と回答す る事業者が多 く見 られたたあ、今年新たに 「一般企業」 「家庭 ・個人 」 「不特定ユ ー

ザー」の3項 目を追加 した結果、昨年 とは著 しい違いが見 られ る。

即 ち、基本通 信サー ビスにおいて は、新たな項 目に回答 した事 業者は咋年の 「その他」の回答の3倍 とな って

お り、関連 して他の項 目の回答が 「関連会社」を除いて大幅に減少 した。一方、高度通 信サー ビスで は、新 たな

項目と昨年の 「その他」回答が ほぼ等 しい値を示 し、また情報処理 サー ビスで は新たな項目への回答 は極 く少数

である。経年変 化を見 るには次期のデー タが必要である。

① 基本通信サービス (%)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

(企 一 (関 同 異 業 一 一 不 そ

本業 般 資係 特 一 特業 界 般 般 特 の

支内 取 本会 定業 定種 企 家 定 他
店 引

'社
ク種 グの 業 庭 利

、

先 業 ルの ル ● 用
工

、

務 | 1 個 者
場 相 系 プ プ 人
等 互 列
) )

口 iiiii ぶ llll‖1 iiiii i…iii 霊 修 騨 ■

62年 253 24.1 2a5 13.5 a6 α6 7.8

63年 19.7 254 21.3 8.2 6.6 57 lal

元 年 14.6 15.6 21.9 8.3 4.2 1.0 25.0 1.0 1q4 00

複数回答(回 答73社 、回答数96)

基本通信サービス

62年 度

63年 度

元年度

企業内 取引先 関係会社

25.3
び … …'"馳w、'9"・

.… シ ・・.・ ・'シ.
:...

毒 、=、・.・ 鐵
撒当

i
1α7

薩 一 編 一9・
13.1

砦
翻

骸

14.6 …i1鍼………………〆 灘 、韻,陪 義_、
・ ■A、 、、重重馳 、 馳

/だLO 1.0
'(%)

OlO203040506070809011)n
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(%)② 高度通信サービス

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

(企 一 (関 同 異 業 一 一 不 そ

本業 般 資係 特一 特業 界 般 般 特 の

支内 取 本会 定業 定積 企 家 定 他
店 引

'社
グ種 グの 業 庭 利

、

先 業 ルの ル ● 用
工

、

務 1 1 個 者
場 相 系 プ プ 人
等 互 列
) )

口 ・・... ぶ 1|1佃 墾 修 翻 ■

62年 ll.9 31.0 1τ9 102 6.2 3.7 一 一 一 19.1

63年 8.2 261 14.2 9.3 51 6.8 一 一 一 一 30.3

元 年 12.8 19.2 6.8 19.6 56 4.1 12.8 7.1 94 26

複数回答 (回答159社 、回答数266)

7

　

　

2

%(

高度通信サ

62年 度

63年 度

元年度

0 102n304050607080901t}0
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(%)③ 情報処理サービス

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

(企 一 典 同 異 業 一 一 不 そ

本業 般 資係 特一 特業 界 般 般 特 の

支内 取 本会 定業 定種 企 家 定 他
店 引

'社
グ種 グの 業 庭 利

、

先 業 ルの ル ■ 用
工

、

務 1 | 個 者
場 相 系 プ プ 人
等 互 列
) )

口 iiiii ぶ llllll iiii iiii 妻i 修 騨 ■

62年 8.2 356 23.8 15.6 11.5 1.6 一 一 一 a7

63年 7.4 36.2 24.9 14.8 9.7 3.1 一 一 一 3.9

元 年 al 38.4 19.7 14.4 4.4 6.6 4.7 α3 23 α7

(回答104社 、回答数229)複数回答

同一
関係会社 業種

異業種
業界取引先

情報処理サービス

企業内

0
∨
1

,.oミ ミミ こN'へ
・匂・・職 敵 ・

i 1贈 ・
1`1川ll|

1.6

幽.'・ ぶ114.87.4・ ・……… ……・………36.2

」
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4≡鯉 鯉 ・エ＼K
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10.業 務処理サー ビス(対 象業務の 内容)一 採算 の とれないサ ービスは切り捨てか 一

(参考表添付)

対象業務別 ではr受 発注処理」が圧倒 的(51.8%)な 割合となっている。 また、 ここ3年 の傾向をみ ると確実

に増 えてきて いるのが 「情報提供」(10社 →17社 →20社)f資 金決済」(4社 →10社 →13社)で あ り、逆 に減少

傾向あるのが 「在庫管理」(36社 →28社 →8社)「 販売管理 」(44社 →22社 →11社)「 会計処理」(29社 →

8社→5社)と な ってお り、 この結 果は来年 も継続す ると思われる。

一方
、今年度 と昨年度の全体 としての比較で は、回答社数 が106社 と同数であ るに もかかわ らず、サー ビス数

が239(昨 年度257)と10%弱 減少 している。

以上の ことより、 自社 システムで十分対応で きると思われ る業務処理が、パ ソコン等に代替 され ると共 に採算

のとれないサー ビスが中止 された可能性 もある。

受
発
注
処
理

販
売
管
理

生
産
管
理

(在
照庫
会管
・理

出荷

追

奪
)

輸
送
管
理

貨
物
追
跡

壁

会計

処
理

(資
フ金

ア決
1済

奈

=
ン

2

店舗

管

理
オ(
1ト

ト1
メタ

1ル
シス
ヨト

ンア
)

(与
ク信

レ管

㌍
ト

オ

1

ソ

と

予

約
発
券

A

顧客

管
理

(情
D報
B提
サ供
1
ビ

ろ

そ
の
他

62年 口 109 44
一

36 32 29 4 4 9 6 16 10 16

63年i;ii… 115 22 一 28 19 8 10 1 8 4 6 17 19

元 年修 124 11 6 8 13 5 13 8 11 5 5 20 10

62年% 116.0 4a8 一 38.3 34.0 30.9 43 4.3 9.6 6.4 17.0 10.6 17.0

63年% 11L7 2L4 一 27.2 18.5 7.8 97 1.0 7.8 3.9 5.8 16.5 18.5

元 年% ll7.0 1α4 57 7.5 12.3 4.7 12.3 7.5 10.4 4.7 47 18.9 α4

複数回⊇ 艦 罐1自 警
lll葺=3=ξ:《㌶}昭 和63年度(回答106社i・サmビスme57)
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萎
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参考表 業務処理サ ービス(対 象業務の内容)

複数回 答(回 答106社 、回答数ll8)

企業数 %

受発注処理 口 73 68.9

販売管理 1 1.0

生産管理 修 5 4.7

在庫管理(照 会 ・出荷指示等) 3 2.8

輸送管理(貨物追跡等)≡ 5 4.7

会計処理 ぶ 2 1.9

資金 決 済(フ ァー ムバ ンキ ング)1… …1… 3 2.8

店 舗 管 理O－ 夕ルス}アオー}メーション)騒 6 5.7

与信管理(ク レジッ トオー ソリ)酬1 4 3.8

予約 ・発券 7 6.6

顧客管理 ぶ 2 1.9

情報提供(DBサ ー ビス) 2 1.9

その他 ■ 5 4.7

※ サービス数にかかわらず事業者が当該対象業務の情報処理を行っている場合

73

55
1323"2

一

そ
の
他

情
報
提
供
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管
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約

・
発
券
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管
理
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管
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在
庫
管
理

生
産
管
理
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売
管
理

受
発
注
処
理

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1
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11.企 業 間ネ ッ トワークの状況 一 利用状況分布 はほぼ安定 一

製造業 ・庄1廃業 ・小売業 といった流通過 程に、運輸業 ・倉庫業を加えた物流関連業種による利用の割合が極め

て高いことは、本調査開始以来 ほぼ一定 した状況であ る。 この傾向は、流 邑楽におけるサー ビス向上 ・コス ト削

減等の手段 と して情報 ネッ トワー クサー ビスが根付いてい る事を物語 っている。又、その他の業種において も、

徐 々にで はあるが異業種 との ネッ トワー ク化が 行われてい る事が うかが え る。

本項目における回答の絶対数が今回減少 した点 に関 しては、情報 ネッ トワー クサー ビス事業者 と利用者 との間

での分化が進み、事業者の側で は、接続相手先の業種等利用 者の プロフ ァイルの把握が困難 になりつつあ るとも

推測され る。

製造業 9

(元年度)運輸業 iii蔓ii5

倉庫業 3 1 1

卸売業 24 】 2 2

代理商 ・仲立業 3 0 1 iii2ii「

金融業 3 1 0 0 0 8

ノj、売 業 9 iiii亘i 0 i鷲 …;i、i2….:i♂' .i、o

電 力 ・ガ ス 1 0 0 0 0 1 1

1

0

旅行業 1 1 0 0 0 1 0 0 0

情報処理サー ビス ・提供 5 1 1 2 0 1 ・iii≧ 5
=i…6: =iil7i

建設業 ・不動産業 0 0 0 0 0 0 0 2 0 1 iii豆i

農林水産業 ・その他 1 0 0 2 0 0 2 1 1
.

6 0

製
造
業

運
輸
業

・

倉
庫
業

卸
売
業

代
理

匝
仲
立
業

金
融
業

小
売
業

電

元」

ガ

ス

旅
行
業

情

報

処

理

サ

|
・ビ

提 ス

供

1自

殺

芋
不
動
産
業

0
一

農
林
水
産

警
そ
の
他

w－

腰 ・対前・灘 加分

複数回答 (回 答7011二、回 答 数231)
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12.契 約形態 一 基本的には約 款ベースに 一

契約 の形態は本調査 を開始 した昭和61年 度か ら一時 的には、個別契約が増加 したが、その衡1鹿周に、約款ベー

スの契約が増加 してきた。

本年度の調査では、通信サー ビス(基 本 、高度 とも)は 、ほぼ4割 が、情報処理サー ビス も2割 が約款 ベース

で契約 してい る事を示 してい る。 これは、各社の経営の仕方が変わって きた事 を示 してい ると思われる。

① 基本通信サービス (%)

契約約款による
サービス ロ

個別契約によゑ
サービス

その他
修

62年 16.8 83.2 0.0

63年 32.0 67.2 0.8

元 年 38.1 59.8 2.1

複数回答 (回答97社 、回答数100)

基本通信サービス

62年 度

63年 度

元年度

契約約款 個別契約

16.8 83.2

辱9
、 ㌧

・層

32.0 67.2

38.1 59.8

0.8

2.1

(%)
OlO2030405060708090100
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② 高度通信サービス (%)

契約約款による
サービス[コ

個別喫 約 によ る

サー ビス

その他

修

62年 16.1 83.9 00

63年 29.1 59.7 11.2

元 年 40.8 50.9 8.3

高度通信サービス

契約約款

62年 度

63年 度

元年度

個別契約

複数回答

(回答164社 、回答数385)

16,183.9

|

…

29,159.7

"

…聯
1
|

40,850.9 ＼
(%)

0102030405060709090|00

③ 情報処理サービス (%)

契約約款による
サービス ロ

個別契約 によ る

サー ビス

その他

修

62年 1.4 98.6 0.0

63年 13.0 76.3 107

元 年 21.2 66.1 127

情報処理サービス

契約約款

62年 度

63年 度

徹

個別契約

複数回答

(回答108社 、回 答数189)

ヒL4ga6

13.0 、76.・i纏
～

!
|

…

21.2 66.1X㌘ i

(%)
0102030405060708090100
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13.料 金体系 一 高度通信サービスど情報処理サービスで個別喫約の割合が低下 一

答サービスと も、従量制料金 と月額固定料金の割合が5割 強とな ってい る。前項の契約形態 と関連づけて見

ると、このよ うな料金体系の事業者が、約款ベースへの契約形態へ と移行 してい ると考え られ る。

一方、高度通信サー ビスで個別喫 約の割合が昨年 に比べ減 って いる。 これは、従量制料金 によるパ ソコン通

信の増加によるもの と思われる。 また、その他が多いのは、基本料金(年 会費)の みのパ ソコン通 信サー ビス

がここに含 まれ るためである。

情報処理サ ービスで も個別喫 約 の割合が減 り、従量制料金の割合が増 えているが 、これ は、受発注処理 や情

報提供サー ビスなどの増加 の影響 と推定 される。

① 基本通信サービス (%)

1
基本料金
+従 量制料金 口

2
基本料金
+月額固定料金i'

3
ユーザ ーとの

個男喫 約 ぶ

4
その他

書

62年 30.5 24.4 35.1 10.0

63年 33.6 20.5 42.6 3.3

辞 31.3 21.7 45.5 2.0

複数回答

(回答 一社 、回答数131)

(回答65社 、回答数122)

(回答63社 、回答数97)

基本通信サービス

62年

63年

癖

基本料金
+従量制料金

基本料金 ユーザーとの
+月額固定料金 個別契約 その他

30.5

、、、、

・…ii24.4・……… ……徽 ミ}ミ:ユ'、ミ,1ぶ'、 、ト10.oi…
t"1.

㌔1

＼l
f

33.6 ・:・…2・.5-、 、。12ざ・ざ撒 §1,§ ≡

1'

/・・i「'

、、 」

31.3 ・::…・21
.7=… …:…5.[ぶ ミ 、

3.3

2.0

(%)
01020 30405060708090100
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② 高度通信サービス (%)

1
基本料金
+従 量制料金 口

2
基本料金
+月 額固定料金i'

3
ユーザーとの

個別契約 ぶ

4
その他

霊

62年 44.0 9.4 31.2 15.4

63年 38.0 12.8 30.4 18.8

冠 42.2 10.6 27.5 19.6

複数回答

(回答一社 、回答数298)

(回答149社 、回答数353)

(回答175社 、回答数396)

高度通信サービス

基本料金
+従 量制料金

62年

63年

碑

基本料金 ユーザーとの
+月 額固定料金 個別喫約 その他

(%)
0 tO2030405060708090100

③ 情報処理サービス (%)

1
基本料金
+従量制料金 口

2
基本料金
+月額固定料金 ≡

3
ユーザ ーとの

個別喫 約 束

4
その他

誓

62年 42.7 10.8 40.9 5.6

63年 32.3 8.0 51.6 8.1

冠 39.9 10.9 39.5 9.7

複数回答

(回答一社、回答数232)

(回答106社 、回答数251)

(回答108社 、回答数238)

情報処理サービス

基本料金
+従 量制料金

62年

63年

辞

基本料金 ユーザーとの
+月 額固定料金 個別喫約 その他

一(%)

o 1020304050 60708090100
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14.事 業の採算性 一2極 化傾向定着 一

「採算が とれている」及び 「将来 は採算が とれそ う」の両者を合言1すると昨年の33 .5%か ら36.8%へ 若干増加

をみせているものの、依然 として約1/3で あ る。

一方 「関連事業と して採算性を考えてい る」企 業は48
.8%と 、昨年 と全 く同一で あ り、 「採算性は度外視 して

いる」、 「将来と も採算がとれそ うもない」の3っ の合計は60.8%(昨 年63.4%)と なって いる。 どうや ら情報

ネッ トワー クサー ビス事業を採算性ある ビジネスとす るもの(1/3)と 、採算性 は追求 しない ものとの2極 化

傾向が定着 してきたようであ る。

事業の採算性

採算が
とれている

口

将来は採算
がとれそう

ぶ

関連事業とし
て採算性を考
えているi

採算性は度外
視している

、■■●●

将来とも採
算がとれそ
うもないllll

その他

修

辞 22 39 81 10 10 4

% 13.3 23.5 48.8 6.0 6.0 2.4 (回答166社)

そ
の

将来とも採算が 他
とれそうもない

採算性は
度外視して

関連事業と

採算がとれている

(%)

将来は採算が
とれそう
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15.事 業に係る費用 一 大きな変化はないがやや下方移行 一

事業費用全体及び費目別で特に際立った変化は見られない。ただし、昨年より数字の増えているのは、各費目

とも5千 万円未満に集中しており、これは昨年、一昨年に見られた多くの小規模新規参入事業者が徐々に稼働開

始してきていることを推定させる。

① 事業に係る費用

1千万円
未満
口

5千万円
未満

1億円
縮
修

5億円
未適

10億 円
未鐘

10億 円
肚
ぶ

回線費 94 22 12 18 5 7

機械設備費 46 48 18 18 9 9

運用費 55 48 16 25 5 6

(回答158社)

(回答158社)

(回答155社)

回線費

機械設備費

運用費

～1億 円未満

'千万円繍 ～5千万円未満 ～熱 熱/

5α5 ,i・溺 …i.i…%…'

一 戦
.ご

'

.`

2軌1・ ………304巳 ……1η1………

. 蝋
,H

355≡ii3L .q、,、、 .一、β
9'
%

～10億円

繍

4.4

3.2

(%)
OlO2030405060708090100

② 事業経費

1千万円
未満
口

5千万円
未満

1億円
織
修

5億円
未満

10億 円

未満

50億 円
未満
ぶ

50億 円
肚
警

事業経費 29 34 21 37 11 18 6

事業経費

1千 万 円 ～5千 万円 ～1億 円 ～5億 円 ～10億 円

紬 未満 未満 未満 繍 / ア
|

1&6 ・=・……・2L8・……………………llla5修iiiiiiii亘;:亘iiiiii

～50億 円未満

50億 円以 上

(%)
OlO203040r,06070809(}100
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16.事 業の売上高 一 事業者別売上高の構成は昨年と変わらず 一

売上高全体の構成は、ほぼ昨年と同じ状況である。また、新規参入事業者の売上高が5千 万円未満の事業者の

みとなっており、昨年の5千 万円～50億円以上の会社が19社もあった状況と比較すると、大規模事業者の参入は

止まったと考えられる。

対前年度売上高伸び率は、マイナス成長の会社が4社 と増えたことと売上高5億 円以上の会社では、伸び率が

最大でも50%未満と売上高の急速な伸びは望めなくなりっっあることが特徴的である。

① 事業の推定売上高(全 体)

1千万円
未満

5千万円
未満

1億円
未満

5億円
未満

10億 円

未満

50億円
未満

50億 円

以上

62年 口 9 19 13 20 9 9 3

63年iiiii 28 31 13 22 14 9 3

元 年修 37 37 14 20 9 16 6

(回答82社)

(回答120社)

(回答139社)

① 事業者の売上高
40

35

30

25

20

15

10

5

}{

1
千
万
円
未
満

5
千
万
円
未
満

1
億
円
未
満

5
億
円
未
満

10
億

円

未

満

50

億

円

未

満

50
億
円
以
上
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② 新規参入事業者の事業売上高

1千万円
織

5千万円
繍

1億 円

未満

5億円
未満

10億 円

未満

50億 円

未満

50億 円

以上

62年 口 一 一 『 一 一 一 一

63年iiiii 20 9 7 4 5 3 0

元 年修 10 7 0 0 0 0 0

(回答 一社)

(回答48社)

(回答17社)

② 新規参入事業者の事業売上高
30

25

20

15

10

5

o

一
}

目 園
1
千
方

円
未
満

5
千
万
円
未
満

1
億
円
未
満

5
億
円
未
満

10
億

円

未

満

50
億
円
未
満

50
億
円
以
上

③ 対前年度売上高伸び率

マ什 ス
～0%

10%

未満

20%

未満

30%

未満

40%
締

50%

未満

100%

未満

150%

未満

200%

未満

200%

以 ヒ

62年 口 4 5 12 8 8 2 3 7 0 5

63年iiiii 1 30 15 11 7 2 8 10 3 9

元 〉 4 31 17 五5 6 2 9 8 5 10

(回答54社)

(回答96社)

(回答107社)

35

30

25

20

15

10

5

0

マイナス10%20%30%40%50%100%150%200%200%
～0%未 満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 以上

陽

珍

iii…l

ii

……1

]、

7
・i, .£ ・

膠1

一

…1認
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④ 事業売上高別対前年度伸び率

・前年度

伸率
売上高

マイナス
～0%

口

10%
織

20%
未満
修

30%

未満

40%
未満
曇

50%
紬
ぶ

100%

未満

150%

未満

‖伽

200%
織
翻

200%

肚

■

1千万円未満 2 3 6 1 0 0 4 2 1 2

5千万円未満 1 12 5 5 1 0 2 1 2 1

1億円未満 0 8 1 3 0 0 0 1 1 0

5億 円未満 1 0 1 0 0 0 1 2 0 2

10億 円未満 0 5 1 1 1 1 0 0 0 0

50億円未満 0 1 2 1 1 0 0 0 0 0

50億 円以 上 0 1 0 1 0 1 0 0 0 0 (回答108社)

1千万円未満

5千万円未満

1億円未満

5億円未満

10億円未満

50億円未満

50億円以上

10%未 満

20%30%40%100%150%200%

未満 未満 未満 未満 未満 以上

(回 答21社)

28.9%

(回 答30社)

34.1%

(回 答14社)

15.9%

(回 答6社)

6.8%

(回 答9社)

10.2%

(回答5社)

5.7%

(回答3社)

3.4%

(%)
o 1020304050f;0708090tOO
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17.事 業に携わる従業員数 一 小規模事業者の割合が依然高水準 一

従業員数20人 未満の事業者数が依然 と して6割 を越える状態 にあ り、 この内の多 くは業界 ・地域 ・ユーザーが

限定 され た範囲でのサー ビスを提供 していると考え られる。

売上高 との対比 において は、全般的 には従業員数 との相関が大 きい と言 える。又、売上 げ5億 円を境 として従

業員30人 未満 と40人 以上 との2グ ループに分かれてい るが、加 えて、40人 未満の企 業において売上げが5千 万 円

未満と10億 円以上 に分かれ る等、例外 的と考え られ るケース も見 られ る。

① 従業員数内訳

10人
未満
口

20人
未満

30人
未満
修

40人

未違

50人

未満
.

100人

未満

遥

・100人

堤

熈

合 計 58 28 13 5 4 三5 16

内 部 69 28 14 6 7 14 15

外 部 50 6 8 0 2 4 3

(回 答1:〕9社)

(回答153社)

(回答73社)

合計

内部

外部

10人 未満

～30人 ～100人100人

～20人 未満 未満 未満 以上

2.6

2.7

(%)
OlO20304n5060708090100
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② 事業売上高別従業員数

員数

売上高

10人
描
[コ

20人

糠

30人
補
修

40人

未癒
50人
未鐘

100人
織
慧

100人

以上

醐

1千万円未満 19 5 3 1 0 0 0

5千万円未満 18 8 2 1 0 0 0

1億円未満 6 2 4 0 0 0 0

5億円未満 0 4 3 0 0 6 2

10億 円未満 0 0 0 0 1 5 0

50億円未満 0 0 0 1 2 2 2

50億円以上 0 0 0 1 1 1 3 (回答103社)

1千万円未満

5千万円未満

1億円未満

5億円未満

10億 円未満

50億円未満

50億円以上

10人未満 20人 未満

物 影iiii

1∨iili

、".♂

w彩%多Wi多zw

..工

ー

バ'一 汗 ミ

'.

}… 丁'1
",一'←

/
、

覇 灘・-1一 卿

30人50人

未満 未満

(回答28社)

27.2%

10203n4050607080901nO

(回 答29社)

28.2%

(回 答12社)

11.7%

(回 答15社)

14.6%

(回 答6社)

5.8%

(回答7社)

6,8%

0

(回答6社)

5.8%

(%)
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18.事 業に携わる技術者数 一 情報処理技術者保有会社数は足踏み 一一

情報処理技術者を保有する会社数は、昨年度までは1、2割 程度増加してきたが、今年度は回答社数の減少と

ともに(97社 から89社)、 その技術者数もほぼ変化がないように見受けられる。

電気通信主任技術者保有会社数は微増(49社 から53社)であり、技術者数も微増となっている。

本来であれば、毎年累積として技術者数は増加すべきであるが、これらの伸び悩みが新規の事業者数が今年度は

少ないこと(回 答会社実数21社)を 考慮すると、既存の事業者も積極的に技術者を増員させていないことを示す

ものと思われる。これらのことは、電気通信事業の拡大基調と、確保できる技術者数のかい離を示し将来に対す

る問題を含んでいると言える。

① 情報処理技術者保有会社数

システム監査 特 種 オ ン ラ イ ン 1種 2種

5人未満 ll 36 21

舎

36 40

10人未満 修 2 4 1 9 15

15人未 満iiii言 2 2 0 7 5

20人未満 皇一 0 1 0 2 4

20人以上 口 1 5 1 11 25

複数回答

(回答89社)

0

5

0

5

0

5

0

5

0

5

0

5

4

4

3

3

2

2

i

l

40

一.一

36 36
一

25,…

21

'11

97'『ll 一

15
1
/

1…;曇一

4
=

]:!
2'層201"'

・・:珍 τ言司

25

ぶ 』 「
1'00'1" 麹 一

シ

ス
テ
ム
監
査

特
種

オ

ン

ラ

イ

ン

-

喬
氾
1

2

種
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② 電気通信主任技術者保有会社数

電気通信主任技術者

5人未満 39

10人未満 2

15人未満 7

20人 未満 0

20人以上 5

(回答53社)

40

35

30

25

20

15

10

【」

0

20
人
以
上

20
人
未
満

15
人
未
満

10
人
未
満

5
人
未
満



19.運 用体制

一 昨年に引続 き、ネ ッ トワー ク監視セ ンターやテス ト用 ネッ トワー ク設 備の整 備が課題 一

運用体制にっいては、 まだ まだ不 十分 な事業者が多い。咋年と比べて も、2の ネ ッ トワーク監視セ ンター以

外、各項 目とも割 合が低下 して いる。 ネ ッ トワークが社会のイ ンフラとな りっっある現 在、運用体制の整備 は

重要で あり、特 に、5割 を切 って いるネ ッ トワーク監視 セ ンター、テス ト用ネ ッ トワー ク設備の整備は、今後

とも課題であ る。

運 用 体 制

複数回答

(回答 旦62社)

(回答143社)

(回答19社)

1叔}・ ネヲ

トワーク部分 の

運用体制が

独立 して い

る

2ネ ッ ト

ワーク監視

セ ンターが

あ る

3テ ス ト

用 のネ ッ ト

ワーク設備

が ある

4各 種記

録の集計、

分析管理を

行 ってい る

5電 気通
信主任技術
者がいる

6情 報処
理技術者試
験有資格者
がいる

全体 ・口 86 61 31 98 52 107

既存' 77 55 29 88 47 99

新規 修 9 6 3 10 5 8

全体% 53.1 37.7 19.1 60.5 32.1 66.1

既存% 53.9 38.5 20.3 68.5 36.4 09.2

新規% 47.4 31.6 15.8 52.6 26.3 42.1

12

11

10

9

8

7

6

5

107.99.

98
一

86
一

88
一

一 77
一

・・ 事

一

竺
52-47・ ・一

=

一
55

31_2940

30

10

0

::
20'

一

工

8
'9

6
・,・埠

膠
P,P.

診

10 5

ご
3'"…

場 劾 膠

独部ホ

立分 ス

しの ト

て運ネ

い用 ッ

る体 ト

制 ワ
が1

ク

ネ

ッ
ト

ワ

ー

ク

監

視

セ

ン
タ

ー
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あ

る

㍗

外
翻

鶴

引

編

纂

繰

言

い
る

綴
纏
縫

情
報
処
理
技
術
者

有
資
格
者
が
い
る
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20.運 用時間 一 週休2日 は定着、24時 間運用 も増加 一

サー ビスの休 日にっいては昨年 とほ とん ど変化がない。 昨年の週休2日 の定 着による 「日 ・祝休み」及 び 「土

日、祝休み」の増加はその まま今年に引 き継がれた形になって いる。 ただ し、今年の新規業者は20社 と少ない

ものの、その内の80%ま でが 「休 日無 し」運用 を してい る点 は注 目され る。

運用 時間については 「24時間」が増 加 している。(54.1%か ら58.1%)休 日は週休2日 とす るものの、運用 日

には24時 間運用するといった姿 が うかがわれる。

① サービスの運用時間(休 日)

休 日無 し 日 曜 日 日曜 ・祝 祭 日 土 ・日 ・祝 祭 日 その他の曜日

全体 口 107 6 27 9 7

既存i 91 5 27 8 4

新規 修 16 1 0 1 2

全体% 68.6 3.9 17.3 5.8 4.5

既存% 66.9 3.7 19.9 5.9 2.9

新規 1% 80.0 5.0 0.0 5.0 10.0

(全体回答156社)

0

0

0

0

0

0

0

0

7

5

5

4

3

2

1

,.107
一

91

2727

16

.iil

6"5 9層…8'7'4

0'… 「蹴!「 運'"⊇
休

日
な
し

日

曜

日

日

曜

・
祝

祭

日

土

・

日

・

祝

祭

日

そ

の
他
の
曜
日

(既存回答136社)

(新規回答20社)
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② サービスの運用時間(時 間)

2414 23～

22H

21～

20H

19～

18H

17～

1611

その他

全体 口 93 2 14 4 9 38

既存ii 79 2 12 4 9 33

新規 修 14 0 2 0 0 5

全体% 58.1 1.3 8.8 25 56 23.8

既存% 5a8 1.4 &6 2.9 6.5 27.3

新規% 6a7 α0 95 α0 00 23.8

(回答160社)

(回答139社)

(回答21社)

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

「
93 79

一

38

33一一

一

一14
14・12
一

44 99 5

』 220
一

'驚
0

「嚥コ 「目o 易

24H ～

H

3

2

2

り
ρ

21～

20H

～

H

O
V
O
O

l

l

～

H

7

C
U

1

1

その他
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21.セ キ ュリテ ィ ・障害対策 一 本格的運 用に伴 い実施率か なり向上 一

セキ ュリティ ・障害対策と も全体的にやや改善の跡が見 られる。

特 にIDパ スワー ドによ る不正 アクセス防止にっ いては、ここ3年 間76%→87%→92%と 増加 して きて お り、

ほぼ全てに近 い事業者が対策を とってい るといえる。

また、暗号化(4%→10%)及 びネ ッ トワー クの迂回路構成(23%→27%)等 実施 コス トの大 きい対策につい

て もまだ不 十分ではあ るがかな りの改善の跡が見 られる。

① データの機密保護方法

ユーザID,パ ス

ワー ド等に よる不

正 アクセ ス方法

暗号化による通信
情報の不正傍受防
止

入退室管理 閉域接続 その他

全体i 152 17 121 38 4

既存 ぶ 133 14 110 38 4

新規 ≡ 19 3 11 0 0

全体% 92.1 10.3 73.3 23.0 2.4

既存 、% 92.4 9.7 76.4 26.4 2.8

新規% 90.5 14.3 53.4 0.0 0

複数回答

(全体回答165社)

(既存回答144社)

(新規回答21社)

0

0

0

0

0

0

0

0

0

8

7

6

5

4

3

2

1

「w =152

433

・・ル

・【

121.

〆 1101

……38"'"38

"19'''''"17'"14 譲 ‖

,111

ミヨ
…≡-

i≡
…1…霧 。 裟 。.

iii運

不
正
ア
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域
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そ
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② 障害対策

設備の二重化 モニタリ玖 テス}機能

定期保守 など各種

ツールによる障害

の早期発見

障害発生時の障害
切分機能や回復機
能

ネ ッ トワー ク
の迂回路構成

その他

全体i 71 125 73 42 6

既存 ぶ 66 】11 67 40 5

新規 曇 5 14 6 2 1

全体% 45.2 79.6 46.5 26.8 3.8

既存% 48.2 80.0 48.9 30.7 3.7

新規% 25.0 70.0 30.0 10.0 5.0

複数回答

(回答157社)

(回答137社)

(回答20社)

8

7

125一
111

,.71 73

66 _67
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23.国 際VANサ ー ビスの状況

① 国際VANサ ー ビスの提 供 一 提供事業者 は倍増 一

国際VANサ ー ビスを}尉共す る事業者数は昨年度の倍以上 とな り、回 答祉の1割 を越 えた。 これ は、国際一

種事業者間の競争によるネ ッ トワー クコス トの低下、企業の海外進 出に加え、国際間の文書通信の普及等、国

内/国 際を区別せずに通信 を行 う利用者ニーズが増加 した事への対 応と考え られ る。

しか しなが ら、全般 には8割 弱の事業者にとっては事業の対象 とはなってお らず、投下資本、マ ンパ ワー、

海外側の提携先等が要求 され るので、事業性 は依然 として限定されていることを うかがわせ る。

1
実施中

口

2

提供予定 .

3
時期未定

修

4

予定 な し

iiiii

全 体 19 9 4 126

既 存 16 8 3 112

新 規 3 1 1 14

全体% 12.0 5.7 2.5 79.8

既存%
,.

11.5 5.8 2.2 80.6

新規% 15.8 5.3 5.93 73.7

(回答158社)

(回答139社)

(回答19社)

国際VANサ ー ビスの提 供

実施中

全体

既存

新規

中 提供予ち/時 期未定 予定なし

12・ill:1 79.8

2.5

1・・6亘 8α6

ピ㍉2

],…台場,,蹴__㌫= .:....=.::.::::.=:::・:
i-iii.iii・.・.・

:'・:蘂ii

1585賜 ま 7a7… … … … ・ ・… ・… ・… … … ・…
.i__.
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国際VANサ ービス実施相手国

ア メ リカ

ロ

イ ギ リ ス
...

その他
修

全 体 16 9 5

全体% 84.2 47.4 26.3

複数回答

(回答19社)

010203040506n708090100(%)

ア メ リカ

イギ リス

その他
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② 国際VANサ ービスの提供形態 一 既存事業者の半数が直接接続 一

眸 度は廿 であった公瀾 等{鯛 が減少、牌 麟 鋼 向を見せたゲートウ・イ融 カミ復活している。こ

れはサービスの規模がある程度以上になると、何らかの形で専用線化することが得策であることを意味してい

る。

一方、新規事業者の場合には公衆網を利用する割合が高く(5社 中3社)事 業本格化の過程として参入当

初は公衆網の利用が有利との半1断があると推測される。

1
直接接続

2

公 衆 網(VENUS
-P)等 使用

3

ゲー トウェイ

経 由

4

その他

62年口 9 9 10 1

63年i;iii 9 12 6 2

灘 13 5 9 2

62年% 39.1 39.1 43.5 4.3

63年% 31.0 41.4 20.7 6.9

元年% 44.8 17.2 31.0 6.9

複数回答

(回答23社)

(回答29社)

(回答29社)

国際VANサ ービスの提供形態
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

膠_ 一
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_
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一

膠

ii…i髪

…
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③ 国際VANサ ー ビスの内容 一 サー ビスメニ ュー充実 一

電子 メール及 びデー タ伝送の割合が昨年 に比べ ると、減少 して はいるものの、絶対数 と して は増加 し、依然

過半数 を占めて おり、新規事業者のターゲ ッ ト分野であ る。

一方 、パ ケ ッ ト交換やRCSの 増加は、国際間におけ る トラ ンザクシ ョン処理や コンピュータの利用が改め

て普及 して いる事を意味 してい ると考え られ る。

1

電子 メール

2

デー タ伝送

3
画像伝送

4

カ トコル変換 付
パケット交換

2

RCS

4

その他

62年 口 13 15 3 7 4 4

63年iiiii 18 16 2 6 2 6

㍊ 24 21 4 14 7 8

62年% 56.5 65.2 13.0 30.4 17.4 17.4

63年% 69.2 61.5 7.7 23.1 7.7 23.1

元年% 80.0 70.0 13.3 46.7 23.3 26.7

複数回答

(回答23社)

(回答26社)

(回答30社)

国際VANサ ー ビスの内容

(%)100
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80
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40
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④ 電 子 メー ル(X.400サ ポ ー トの 有 無)-X .400サ ・fミー トは半数 一

電子 メールを行 ってい る事業者(24社)の うちX .400イ ンターフェースをサポー トしている事業者 は10社。

昨年の5社/18社 の割合 と比較 して5社15%程 度の増加 とな っている。 これは、国際VANで も、電子 メール

が標準 の ビジネスツール と見な され、 ますます網間の結合等が進展 して いる事を示 す もの と思われ る
。

プ ロ トコノL変換付パケ ッ ト交換 サー ビスに関 しては、一時期X.75利 用がサ ービスの前提 になっていたため、

昨年度の調査では、サー ビス中6社 全 てがX.75を 使用 していた。今年度 は、その規 制が一部緩和 されたため14

社中12社 がX.75で 、2社 が他の イ ンターフェー スでサー ビスを提供 してい る

有 口 無i

X.400サ ポ ー ト 10 8

% 55.6 44.4

(回答18社)

有 口

一

脈iiiii

X.75サ ポー ト 12 0

% 100.0 0

(回答12社)

X.400サ ポ ー トの 有 無

(%)

…萎…∴
4'9σ6iiiii

サ ポ ー ト無 ii
X.400

サ ポ ー ト有

55.6

1………44 4

層.=s

ジ
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⑤ 国際VANサ ービス提供を実施 したい国 一 欧州、ア ジアNIESの 順 一

国際VANサ ー ビスを実施 したい国 としては、欧州、ア ジアNlESの 順 となって いる。

これは、既に実施済みの米国、英国を入れて 日本か ら見た国際VANと しての重要な対地国順は、米国 ・英

国、欧州、ア ジアNIESと な り、対外 ビジネス量か ら見て常識的な結果といえる。

元 年 %

1米国 31 110.7

2英国 23 82.1

3欧州 21 75.0

4カ ナダ ・中南米 4 14.3

5ア ジアNIES 15 53.6

6そ の他ア ジア 2 7.1

7オ セアニ ア 3 10.7

8ア フ リカ 0 0.0

、

9中近東 .0 0.0

10そ の他 6 21.4

注)表 中には、国際VANサ 「 ビス実施相手国

(米国、英国、その他)の 数字 を加えた。

複数回答

(回答28社)
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24.事 業におけるネ ッ トワークの相互接続 一 情報 ネッ トワークサー ビス事業者の40%が 相互接続 一

情 報ネ ッ トワー クサー ビスの進展 は、ネ ッ トワーク同士の相互接続へと広が ってい る。海 外を含めネ ッ トワ

ー クを相互接続 して いる情報 ネ ッ トワー クサー ビス事業者は4割 におよび、相互接続の必 要性を感 じている事

業者は8割 にのぼる。接続の相手 は、 メイ ンフレーマ系のネ ッ トワークが多い。 また、海外ネ ッ トワー クとの

接続 もわずかなが ら増 えている。

一方、自社で設備を持 たず、他 社の ネ ッ トワー ク設 備を利用 して情報ネ ッ トワー クサー ビスを行 ってい る事

業者が、162社 中50社(約3割)あ った。昨年は46社 で、4社 ほど増えてい る。

① 他社ネットワークとの相互接続の有無

有 口 無i・i

ネ ッ トワーク相互接続 66 99

% 40.0 60.0

(回答165社)

(%

相互接続有600

ネ ッ トワー ク

40.0

ψ

ネ ソ トワー ク

相互接 ♂

}

② 将来他社ネットワークとの相互接続の必要性

必 要 口 必 要 な しiiiii分からない修

相互接続の必要性 128 9 25

% 79.0 5.6 15.4

(回答162社)

相互接続の
必要なし

(%)
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③ 他社ネットワークとの相互接続の計画

計画中 口 計画がない

相互接続の計画 29 78

% 27.1 72.9

相 互接続 の

計画 がない

72.9・

(回答107社)

(%)

相互接続を

計画中

27.1

④ 他社ネットワーク設備利用の有無

有 口 無

他社ネ ッ トワー ク設備利用 50 112

% 30.9 69.1

ネ ッ トワー ク設 備利
用無

69.1

(回答162社)

(%)

他 社ネ ッ トワー ク

設 備利用 有

30.9

一48一



25.事 業を進あて行く上での政策的支援 一 昨年と同様に設備投資に対する補助、減税を6割 が期待 一

回答事 業者191社 の うち、情報 ネ ッ トワークサー ビス事業を進めて い く上での政策的支援 として挙げている

上位3っ は、 「設備投資 に対す る補助 、減税」119社 、 「ビジネスプロ トコル標準化の推進」97社 、 「地域情

報化促進の支援」72社 とな って いる。 これ らの結果は、昨年 と比べ ると共同バ ックアップセ ンターの構築支援

(24社→13社)を 除 きほぼ同様の順位 を示 して いる。 このことは、情報 ネ ッ トワークサー ビス事業者の多 くが

先ず設 備投資に対す る補助 、減税(62.3%)を 期待 し、さらに ビジネスプ ロ トコルの標準化(50.8%)、 地域

情報化促進の支援(37.7%)と い ったネ ッ トワー ク化の基盤整備に対す る政策的支援 を期待 し、望んでいるこ

とが分かる。

元 年 %

設備投資に対する補助、減税 口 ltg 62.3

ビジネスプロトコル標準化の推進 97 50.8

地域情報化促進の支援 ぶ 72 37.7

ネットワーク技術者の人材育成支援iiiii 63 30.0

各種ガイ ドライ ン(接 続 允1コルの開示、方イパシー保護等)の 作成iiiii 56 29.3

連携指針等の業界共同ネットワーク化への働きかけi喜 25 13.1

共同バ ックア ップセ ンターの構築支援 修 {3 6.8

その他 踊 15 7.9

そ
の
他
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26.OSIへ の取組 一 望 まれ るメーカーの早急な対応 一

今回の調査で は188社 か ら回答 を得、昨年 とほぼ同様の傾向であるが、依然 としてOSIに 対す る関心は漠

然 と した もの にとどまって いる。 また、 「様子を見て決める」(55.3%)「 分か らない」(30.3%)と い った

流動的な回答は85.6%と 相変わ らず高 い数字を示 してお り、OSI製 品の発表 ・低廉化などメーカー側の早急

な対応が望 まれ るところで ある。一方 、ユーザ ー企業側におけるOSIに 対す る認識度は83.6%(出 所:OS

Iユ ーザー懇 談会のOSIの 利用 に関す るユ ーザー調査)と 高 い数字 を示 してお り、OSlに 対す る期待が う

かがわれ る。

しか しなが ら、今後OSIを 産 業界の裾野 まで広げ るためには、メーカー提供のOSI対 応製品の実用化と

ともにその普及が またれ るところであ る。

1.す ぐにで も

採 用 したい

口

2.様 子を見て

決め る

3.採 用す る予

定 はない

修

4.分 か らない

63年 ll 106 13 47

元 年 6 104 21 57

63年% 6.2 59.9 7.3 26.6

元年% 3.2 55.3 11.2 30.3

(回答177社)

(回答188社)

すぐにでも採用したい

採用する
予定はない

ii
3 (%

がらない

30.3i

1
様子を見て

める
芸
" .
.
.

V

ー
吻ノ

い

一

11.2獺
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27.EDIサ ー ビスの実施状況 －EDIに 対 し一層の普及 ・促進を図る必要あり －

EDIサ ー ビスの実施状況 は、 「実施中」 「実施予定」を含めて30社(17.0%)の 事業者がEDIサ ー ビ

スを実施又 は予定 して いる状 況 とな って いる。 しか し、 「分 からない」と回答 した事業者が44.9%も あ り、今

後EDlに 対す る認識 とその普及 ・促進を図 ってい く必要があるものと思 われ る。

さらに、海外のEDIと の整合性を図 る上では、情報ネ ッ トワー クサー ビス事業者が、 どのよ うな事業展開

を図 って行 くのか注 目され るところで ある。

EDIサ ー ビスの実施状況

実施中

口

実施予定
(時期未定)

実施予定
(時期決定)

修

予定なし 分からない

遥

元 年 12 15 3 67 79

% 6.8 8.5 1.7 38.1 44.9

(回答176社)

実施中(%)

実施予定(時 期未定)

実施予定(時 期決定)
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補 足 資 料

1.従 業 業員 数

2.設 立 形態

3.複 数 企業 によ る合同 出資 のケ ース

4.接 続 端 末総 台数

5.ユ ーザ ー総数

6.ア クセ スポイ ン ト数

7.資 本 金規 模 と業種 構 成

8.業 種 構成(新 規 ・既 存)

9.資 本金規 模(新 規 ・既存)

10.各 種意 見





1。 全従 業員 数

5
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未
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5
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満

5
万
人

以
上

全従業員数 12 16 31 19 10 7 28 41 20 12 16 13 4 6

% 5」 6.8 13.2 8.1 4.3 3.0 11.9 17.4 8.5 5.1 6.8 5.3 1.7 2.6

(回 答235社)
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2.設 立形態

1.親 会 社か ら

独立

口

2.複 数 企業 の

合 同出資 _

3.無 回答

修

15 47 184

% 6.1 19.1 74.8

(回 答246社)

親会社から独立
(%)

3.複 数企 業 によ る合 同 出資の ケ ース

1.同 業樋

口

2・ 異 業 種 _. 3。 関連 企業

修

4.そ の 他 _

9 29 5 3

% 19.6 63.0 10.9 6.5

(回答46社)

織

(%

烈 琶ii
き

鵯 竺6

異業種

63.0
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4.接 続端 末 総台数

5 1 5 5

千 万 万 万
ム ム ム ム
口 口 口 口

未 未 未 以
満 満 満 上

10 8 6 5

6.ll 5.1 3.8 3.2

2005001

千
ム ム ム
口 口 ロ

3
千
台

黍ぼ 劃 黍1黍 ぼ1裏1黍 ぼ

71.,頴,}}1、

(回 答158社)
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5.ユ ー ザ ー総 数
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元 年 26 11 ll 20 26 26 17 12 7 5 2 1

% 15.4 6.5 6.5 ll.8 15.4 15.4 10.1 7.1 4.1 3.0 3.0 1.2 0.6

(回 答 正69社)
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6.ア ク セ ス ポ イ ン ト数
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7.資 木金規模と業種構成

農

竺
水
産
業

建
設
業

製
造
業

流
通
業

金
融
業

物
流
業

情
報
産
業

サ

1

ビ

ス

業

そ
の
他

21'

1千億円以上 3 1
一'

4

200億 円～

1千 億 円未 満 5 1 1 7

50億 円～

200億 円未満 3 1 1 5

10億 円～

50億 円未満 1 1 1 1 8 1 13

1億 円～

10億 円未満 1 4 8 2 4 42 6 67

1億 円未満 2 2 15 3 47 1 4 74

計 1 2 18 26 5 9 97 2 10 170

(「 資本金 」 と 「業種 」 双方 に回 答の あ る企 業数170社)
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8.業 種 構成(新 規 ・既 存)

農 建 製 流 金 物 情 サ そ

林 設 造 通 融 流 報 1 の
● 業 業 業 業 業 産 ビ , 他
水 業 ス

産 業
業 計

0 0 2 3 0 1 8 0 0 14

新規i≡ 0.0% 0.0% 14.3% 2L4% 0.0% 7.2% 57.1% 0.0% 0.0%

1 2 16 24 6 8 121 2 12 192

既 存iiiii 0.5% 1.0% 8.3% 12.5% 3.1% 4.2% 63.0% 1.0% 6.3%

計 1 2 18 27 6 9 129 2 12 206

li
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9.資 本金 規模(新 規 ・既 存)

1億 円
未満

1億

;億
円未満

10億

三 億
円未満

50億
～

200億

円未満

200億
～

」千億
円未満

1千 億

円以上

無回答

計

新規誓i
12

40.0%
11
36.7%

1

3.3%

2

6.7%
0

0.0%

0

0.0%

4

13.3%

30

既 存iiiii

83

38.4%

79

36.6%

23
10.6%

12

5.6%

7

3.2%

5

2.3%

7
3.2%

216

計 95 90 24 14 7 5 1f 246
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.,・一ー一
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マー　一一ーーーー一

="竪c1ζ
一'・乳1..此.真

' 」

.[i≡ 三
一 一 一

1億 円1億 ～

未 満10億 円

未満

10億 ～50億 ～200億 ～1千 億Fl無 回答

50億 円200億 円1千 億 以 上

未 満 未満 円未満
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平成元年度情報ネットワークサービス事業実態調査に係る各種意見

今回の 実態 調査 で は、 次の 質問 にっいて は各 種意見 が寄 せ られ てお り、 これ らの意 見 にっ い

て 整理 し、 と りま とめ る こと と した。

質 問llビ ジネ ス展 開の 方向 性(採 算 、マ ーケ ッ ト、 競 合、戦 略)に っ いて

質 問121SDN、 衛星通 信 等新 しい通 信媒 体の利 用 及 びそ の影響 につい て

質 問15日 本 に お け るEDI標 準 化の推進 にっ いて

質 問16事 業 を進 め て行 く上 での問 題点 ・要 望 にっ いて

{1)ビ ジネス展開の方向性(回 答89社)

① 地域(回 答6社)

② 高付加価値サービスの提供及びサービスの拡大(回 答21社)

③ 事業及び業容の拡大(回 答11社)

④ 戦略又は採算性の面(回 答30社)

⑤ 計画中又は静観中(回 答11祉)

⑥ 競合 ・競争の面(回 答5社)

⑦ その他(回 答7社)

〔2)ISDN、 衛星通信等新 しい通信媒体の利用及び影響(回 答86社)

① 通信コス ト・料金(回 答20社)

② 通信サービスの利用(回 答24社)

③ 通信媒体及びシステムの検討(回 答21社)

④ 早期実現(回 答7社)

⑤ 競争の激化(回 答6社)

⑥ その他(回 答7社)
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(3)EDI標 準化 の推 進 につ いて(回 答29社)

① 普及 ・PR活 動(回 答2社)

② プ ロ トコルの整 合性(回 答5社)

③ 標準 化の推 進(回 答16社)

④ その 他(回 答3社)

{4)事 業を進めて行く上での問題点 ・要望(回 答50社)

① 料金(回 答6社)

② 制度 ・政策 ・行政等(回 答25社)

③ 利用環境の整備(回 答2社)

④ 標準化の推進(回 答5社)

⑤ インフラの整備(回 答4社)

⑥ その他(回 答4社)
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一 質 問11 .ビ ジネ ス展 開の 方 向性 に関す る意 見

〔地域〕

・全国 の卸団 地が 行 って いる地域VANに 関心 を持 って見 て い るが 、始 めた ばか りの ところ

が多 く、 まだ軌 道 に乗 って い るとは言 いが たい。 全国の 地域VAN業 者 を みて もまだ黒 字

の と ころは少 な い と思 わ れ るの で、卸 団地 と してVAN事 業 を始 め る ことに二の 足 を踏 ん

で い る状 態。

・メー カー、卸 を 中心 と した縦 系列 のVANと 異 な り、地 域 に開放 され た共 同利用 型の 第3

セクターが運用するVANと して、地域に広がりを持ち縦系列VANと の接続も可能な県

域における標準的VANと して展開を図る。

・地域VAN会 社として長期スパンでの収支均衡を目指している。地域の現状から複数の事

業者の共存は無理であり、地域に1っ の総合情報センターとして事業展開を図りたい。

・VANサ ービスは、特定地域に限定する現在の流通VANか ら地域総合VANへ の拡大を

図 る。 競合 の中 での 戦 略 と して 、他VANに 先 駆 けた高度 サ ー ビスの提 供 、低 コス トで の

サ ー ビス 、VAN自 体 のPRを 図 って 行 く。

・地域VANの ス イ ッチ ング セ ンター をや って い るが 問屋 系のVANに くらべ 優位点 が高 く

安心感を小売店からもたれている。各県の地域VANに 全面的に協力するよう行政面から

の指 導を お願 い した い。

・当社のサービス地域における採算性は非常に厳しいと思われる。今後の戦略等にっいては

具体的な検討をこれから実施する。

〔高 付加価 値 サ ー ビスの提 供 及び サー ビスの 拡大〕

・現 在 、金 融 関係 の業 務特 化 型のVANサ ー ビスを提供 して い るが、業 界 ・業務時 化 は今後

と も継続 して行 く。 サ ー ビス内 容 も情報処 理を 含む ものを 中心 と考え 、パ ケ ッ ト変換 サ ー

ビス、単純 な電 子 メ ールサ ー ビス等 はあ くまで も補助 的 なサ ー ビスと して 提供 す る予 定で

あ る。

・一般 第2種 電気 通 信事 業の 範 囲内 にお け るサ ー ビスでの採 算性 は設備 などへ の投 資を考 え

ると厳 しい と言 え る。 他 事業 との複 合 サー ビスの提 供 によ る採算 性を考 え たい。

・ トー タル イ ンテ リジ ェン トサ ー ビス と して展 開す る予定。

・ビデオ テ ックスの 特 徴で あ る操 作の容 易性 と端末及 び通 信量 の安 さで家 庭へ の普 及は ソ フ

ト(サ ー ビス)次 第 で拡大 す ると考 え る。
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・特定 ユーザ ー とその 取 引先 への サ 一一ビスが 主 力で あ り
、 費用 、収 入 その 仙 をVAN事 業 外

のサ ー ビス費用 ・収 入 に含ん で い るので明 確 に計算が で きな い。 ネ ッ トを強 化 しサ ー ビス

を拡大 した い。独 自のサ ー ビス を特定 ユ ーザ ー外 に も行 ないた い。

・VAN事 業の マ ーケ ッ ト開 発 期が 完了 し
、事 業拡 大期 に入 った。

・物 流 に特 化 した企 業間 情報 処 理サ ー ビスを 目指す
。ユ ーザ ーに と って メ リッ トのあ るサ ー

ビスの開 発が 急務 で あ る。

・付 加価 値を高 め るたの ソフ トウ ェア開 発を進 め、 業種別 のニ ーズ にあ わせ た商 品提 供を行

う。

・ネ ッ トワー ク+情 報 処理+ト ー タル ソ リュー シ ョン→ ネ ッ トワー クを基 本 と したサ ー ビス

イ ンテ グ レー シ ョン

・現在 行 って い るボ イ スメー ル事 業 は地域 性 もあ り採 算而 では非 常 に苦 しい
。 今後 は、企 業

を 中心 に した音 声 サー ビス を展 開 して 行 きた い。又 、音声 に限 らず 画像 、FAXと の複 合

サ ー ビス も検 討 したい。

・当社 が技術 的 に優 位 なX .400に よ る相互 接続及 び メデ ィア変換 、 と りわ け フ ァク シ ミリ配

信サ ー ビスを国 内 に止 ま らず 海外 に も提 供す る ことによ りネ ッ トワー クの拡 大を はか り1

っの ネ ッ トワー クを超 え た利 用 あ るい は異 な った メデ ィア間の通 信 を実現 し、以て 消費 者

のニ ーズに応 え て行 く。

・当社製 パ ソ コンの ユ ーザ ー を中心 と してVANサ ー ビスの実 施 を検討 してい きた い
。

・サー ビスを拡 充 し、 合わ せて 展開 して い く。 システ ム化への トー タルサ ー ビスを行 う(コ

ンサル テ ィ ング、 ハ ー ド・ソ フ トの提 供、運 用代 行)。 設備 ・情 報の共 同利用 によ る メ リ

ッ トを追 求(よ り高度 な情 報 提供 サ ー ビスを行 う)。

・VAN事 業を 中核 と してPOSや パ ソ コン通 信を統 合 した総 合的 な ネ ッ トワー クサ ー ビス

を提 供 してい く。

・ローカルVANで あ る為 ネ ッ トワー クを利用 した情 報処 理サ ー ビスが中 心 とな って いる
。

この ことか ら、情報 処理 サ ー ビスの メニ ュー を揃 えて い くことが 、今後 の方 向 とな る。

・基本 通信 サー ビス分 野 にお いて は一 種事 業者 との競 合が 一段 と厳 しい もの とな り
、 ネ ッ ト

ワー ク拡大 は難 しくな る。VANの 方向 はよ り付加 価値 の高 い通信 処理 、情 報処理 へ の比

重 を高め てい く。
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・大手情 報サ ー ビス企 業 グル ー プに よ るバ ックア ップ体 制に よ り、 流通 業界 や カー ドビジネ

ス等戦略を展開していく。また、これらと新たな組織体制により、損益分岐点を突破する

こと も考え て い る。 新事 業 への 取組 も考 えてお り、国 際VANサ ー ビス も今後サ ー ビス を

充実 させて い く。

・単 なる通信 回線 サ ー ビスの みで は採 算性 は悪 いので、顧 客の 情報 ・通 信 システ ムのサ ポ ー

トを含め た きめの細 か いサ ー ビスが 必要 とな る。

・EDlの サー ビスを 中核 と した企業 向 けサー ビス。

・VAN事 業 の グ ローバル 化 を推 進 し、多様 かっ 高付加llln値の っ いたサ 三 ビスを提 供 して行

く 。

・現段階 で はVANネ ッ トワー クに係 る設 備投資 及びNTT回 線 料 金等 の負担 が業績 に大 き

く影響 して い る。 しか し、情 報 ネ ッ トワー ク化 は高度情 報化社 会 の中で 、欠 かせ ない ツー

ル と して期 待 されて い る ことか ら、VAN事 業 と して業 界ニ ーズ や地域 ニ ーズ に即 応 した

新 しい ビ ジネ ス展開 をす るこ とに よ り、 サー ビスの個性 化を 図 りたい。

〔事業及び業容の拡大〕

∴構築 したVANに 適 合 した業 務 また は、 キ ャプテ ンVANに 適 合す る業 務 につい ての み、

展開ができる。適合業務が何であるか、代替システムよりも優れているかが生き残れるか

ど うかの境 目 とな ると思 われ る。

・VAN事 業 だ けで は採 算 を と る ことは困難。 情報処 理 サー ビス展開 のた めの インフラ、 ツ

一ル と して 捉え 、拡張 を図 って い く。

・グル ープ内 の処 理を核 と して 、顧 客 との接続 を展 開 して い るが 、今後 顧 客 との接続 を増 や

して 行 きたい。

・既存 リソース、 既存 サー ビスの組 合 せに若 干の投 資を加 え るこ とで、大 きな付加 価値 を得

る事が で き る。 利用 者(グ ルー プ)の ニ ーズ に基 づ き、その コー デ ィネイ トを行 なえ るこ

とが我 々小 業者 のっ とめ と思 う。

・ビデオテックス網の特性(通 信費が安い)を 生かしたキャプテンCAI及 び受発注のビジ

ネス を展 開 。

・VAN事 業 の市場 開 発期が 完 了 しっっ あ り、事業 拡大期 に入 った。

・VAN事 業 の市場 開 発期か ら展開 、拡 大期 に移 りっっ ある。

、・今後の技術動向や市場の競争状態等の状況により本格的な事業展開を検討するっもりであ

る 。
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・高度 通信 サー ビスの 開 発 ・国際VANサ 一一ビスの開始 を早 期 に立 ち上 げ、 業容 の拡 大を図

りたい。

・マーケ ッ ト開発 期が 完 了 し、事 業拡 大期 に入 った。

・VAN事 業 は 当社 ビジネ スの イ ンフラ ・中核 とな る もの と考 えて お り今後 も積 極的 に展開

して行 く。 昨年 度 まで に設 備の イ ンフ ラ とな るパケ ッ ト交 換網 の整 備 が終 了 したた め、今

後 ア プ リケー シ ョン業 務 の獲得 に本 格的 に取 り組む。 国際 化 、高度 化 が今 後益 々必要 とな

る。

〔戦 略又 は採算 性の 面〕

・VAN事 業 は、多 大の 投 資 と大 きな リス ク負担 が必 要で あ るた め、弊 社 のよ うな中 小企業

で は ビ ジネ ス と して は、 成 り立 た ない。

・現 在の と ころ採算 性 か らみ る と合 わな い と思 われ る。だ が方 向 と して は ビジネ ス展 開の 目

玉 とな って くると思 われ る。 もっ と環境 整備 してか らと考 えて い る。

・当社 は当初NCCの 回線 リセ ール を考 えて いたが 、ア クセ ス ポイ ン トの 関係 で特定 第2種

業 者の 相互乗 り入 れ 方式 に よ る リセ ール を開 始 した。採 算面 か らす ると、 ア クセス ポイ ン

'

トまで のNTT料 金 及 び リセー ル業者 に対す るデ ジタル回線 料 金 を安 くす る政策 を と らな

い と、第2種 の 価値 が な くな ると思わ れ る。(ユ ーザ ー は第2種 の 存在 価 値 とサー ビスを

求 めてい る ことは事 実 であ る。)

・VAN事 業 につ いて は運 営方 式 を基本 的 にTVと 同 じよ うに スポ ンサ ー によ る運 営 と し、

一般 ユーザ ーか らの 会 費 は
、一切 請求 しない方向 で行 きたい。 但 し、 自社 ス ポ ンサ ーのP

Rや オ ンライ ン シ ョ ッピング によ り トン トンに は した い と思 う。

・マ ルチ メデ ィアの方 向 を見 極めて か ら参 人 した い と思 う。 マ ルチ メデ ィアの 動 向、国際 間

通信 のニ ーズの把 握 、 ホー ム利用 の見 極 め等 を考 えな が ら新 しい対 応 のマ ー ケテ ィ ングを

考え たい。

・弊社 の音声 メール事 業 に関 して は、運 用開 始後2年 にな るが 、普及 効果 が得 られな い。 又

利用者 が加 入 した に もかか わ らず 、利 用 メ リ ッ トが 出ず 、解約 され るユ ーザ ーと新規 に加

入 され るユ ー ザー が五 分五 分 にて増加 していか ない。音 声 メール システ ムの利用 方法 のニ

ューア イデ ィアが 欲 しいと ころ。

・VAN単 独 事 業の 切 り口か ら採算 を考 え た場 合、地域 性 も有 りサ ー ビス料 金面 、ユ ーザ ー

数箇 か ら採 算 は難 しい と思 う。 人材 の確 保及 び育成 を重 視 し、 ソ フ トウ ェアの 開発拡 大及

び付随 機器販 売の 拡 大 は不 可 欠 と思 う。
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・イ ンテ リジェ ン トビル拡大 に 向 けてVANを 戦略 的に利 用 した い。

・人 間生活 に役 立 った めの(目 的 に合 った、使 い易 い)シ ス テム 作 りを進 め る。

・社 内余剰 分 を関 係会 社へ提 供 して い るが、 ネ ッ トワー クに付 加 価値を付 け、第 三者 に も展

開 して 行 きた い。

・採 算性 につ いて は、 も う2年 程度 苦 しい時 期が あ る もの と思わ れ る。今 後小 売店 への 普及

を継続 す る とと もに、勧 業 ・メーカ ーへ も精力 的に営 業 を展開 した い。 基本 的 に流通 業界

の情 報分野 で信 頼度 の高 いデ ータを集 積 ・分析 す るこ とによ り、 その提 供業 務 を主業 に転

換 してい きた い。

・POSデ ー タの情 報処理 方 式を め ぐって今 後 中堅中小 スーパ ーで は自社構築 で は成功 が お

ぼっ かな い こ とが は っ きり して くる。 従 って ネ ッ トワー ク方式(外 注 方式)で あ る我 が 社

が見 直 され るで あろ う。

・土壌 的 に も、 将来 的 に も今 後の 展開 はあ ると思 われ る。一 足飛 び にはいか な いが 今 後の 方

法次 第。

・グルー プ企業 に よ る回 線共 同利 用が 主体 だが 、第三 者へ のサ ー ビス拡 大の ため の設 備投 資

は考 えて い ない。

・近 い将来 採算 が とれ る見通 しで あ り、個 人市 場 にはお お きな ビジネスチ ャ ンスが あ る と考

え る。

・現 在 は企業相 互 の人 員増加 の 防止及 び情 報 の ス ピー ドア ップな どを 目的 と し、相互 の経 費

軽 減 のため互 いに 自社費用 負 担 と して い るが、将 来 は企 業戦 略の 一つ と して情 報 の付 加価

値 を強 化 し有料 化 を狙 う。

・POSの ネ ッ トワー ク化 の点 で 、今後 も先 行 きで きる見通 しを もって い る。

・通 信 を含 む ソフ トウ ェアの品 質 が問題 。 ソ フ トウェアの メ ンテナ ンスが現状 の ま まで あれ

ば、 事業 と して成 り立 たな い企 業が続 出 して くると思 われ る。 当社 において は ほぼ この問

題 を ク リア してい るの で、今 後 は ネ ッ トワー ク系の 品質が 問題 とな る。

・ビデオ テ ックス(情 報提 供)事 業に関 しては採 算難 しい。 その 他業務 で採算 を考 え て行 き

た い。

・フー ドサ ー ビス業及 びその関 連 業種 間の ネ ッ トワー ク作 りを し、業種 を絞 り込 む こと によ

って 付加 価値 を上 げか つ効率 的 な運用 を 図 る。

・大手 量販 店 はVAN構 築 済 みで あ るか ら、中 小量販店 向のVAN事 業 を検討 して い るが 採

算性 及 び市場 性 に問題 あ り。

一67一



・ビジネ ス展 開 は考え て いな い。あ くまで も社 内 ユ ースの み。 だが 、関連 会社 を通 じて の運

営 ・展 開 はその会 社 独 自の判 断で 今後 も進 めて い く。

・個 々の ユ ーザ ー対 応 で は採算 が合 い に くいの で 、デ ー タベ ー スの 作成、 及 び一 括卸 売 を模

索 して い る。

・パ ソコ ン通 信単体 で の採算 向上 は もちろんで あ るが 、企 業 ベー スで のサ ー ビス、 オ ンラ イ

ンシ ョッ ピングの 展 開、情 報 の販売 等複 合展 開 で収益 向上 を考 えて い る。

・設 備投 資が終 了す る3年 後を 目標 に し採算 を合 わせ る
。 マー ケ ッ トは、 自然増 。競 合 は、

な し。 戦略 的 には、SIサ ー ビスの 一環 と して展 開す る。

・音 声 メー ルは、 よ うや く有 用{生が認 識 されて きてお り、顧 客数 も増 加方 向。全 国 ネ ッ トワ

ー ク化 簡略 番号 の使 用等顧 客 サー ビスを展開 。 音声応 答 はマ ス メデ ィア(テ レビ ・ラ ジオ

)と 連 動 したサ ー ビスを 重点 的に進 め る。情 報 サー ビス は、NTTダ イヤ ルQ2サ ー ビス

を利用 す る。NTTの サ ー ビス展開 に乗 って 実 施 して い く。

・親 会社 を 中心 と した企業集 団 及び親 会 社の取 引 先を 中心 に足元 を固 めな が ら事 業 を展開 す

る。親 会社 を中心 とす る規 模 の利益 を十 分生 か した ビジネス展 開 とす る。

・当社 は将来 的 にはSI事 業を 考え て い るが
、 当 面 は ソフ ト開発 、VAN事 業 を推進 しっ っ

技 術の 蓄積統 合 を計 る計 画で あ る。VAN事 業 も独立 して で はな く、総 合的 な営業戦 略 の

一 環 と して と らえて い る。 従 ってVANの み で 突出す るっ もり もない し、 マーケ ッ トを特

定 す る予定 もない。 採算 は重視 す るが 、営業 戦 略上 あ る程 度の 赤字 はや むを得 な い と考 え

てい る。

・国 際VANサ ー ビスを新 しい材 料 に内外 の シス テム ・イ ンテ グ レー シ ョン ・ニ ーズ と も組

合 せ、 市場 開拓 を積 極化。

・本 年 よ りVANをSI(シ ステム イ ンチ グ レ一一シ ョン)の 一 要 素 とい う形 に変 え
、総 合的

に客先 ヘ システ ム提 案 してい く方向 に変 わ った。 こ うい う形に な ったの も、VANが 社会

的 に認 知 され、十 分 活用 され は じめたか らと考 えて いる。 又昨 年度 でVAN事 業の みで初

めて黒 字 にな り、 今 後事 業の 中心の 一つ と して展 開 して 行 きた い。

〔計 画又 は静 観中〕

・弊 社 は コ ンピュー タ ・バ ックア ップサ ー ビス(共 同バ ックア ップセ ンターを 含む)を 主体

とす る方 向 なので 一 般VANに 進 出す る計画 は 無い。

・地 域性
、第1種 電 気 通信事 業 者の動 向等 、未 だ 変動要 素が 多 いので 当面 は静観 状態。
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・弊 社 のVAN事 業 にっいて は現 在準 備中で すが ,基 本 方針 は、親会社 保有 の コ ン ピュータ

&ネ ッ トワー クの運営 を請 け負 う事 、親会 社のVANシ ステムお よびNTT等 の回線 を 必

要 に応 じ貸借 し、弊社 の客 先に有 償 サー ビス を行 うこと と してい る。弊 社独 自備 投 資の 設

はニ ーズ に合 わせ て実施 して行 く方 針 であ る。

・将 来本 格VANサ ー ビスを 行 うための 実験 システ ムを運用 中
。 ビジネ ス展開 の方 向性 に っ

いて は、実 験 システ ムを通 して考慮 中。

・小企 業 の ゆえ 、大規 模VANは 種 々の条 件 で進 出は難 しい。 しか し、他 企業 との 合弁 に よ

り、中規 模 程度 の音 声応 答 シス テム関連 の事 業 に進 出 した い。

・現在 は親 会 社 に対す るサ ー ビス と
、 一般 向 けに は リモー トコ ンピューテ ィ ングサ ー ビスを

提供 して いるの みで あ り、本格 的なVAN事 業展 開の ため の方向性 は今後 検討 の予 定で あ

る。

・当社 で は、現 在 高速 デ ジタル回 線を関 係会 社 と共 同利用 して い るが時期 を見てVAN事 業

へ 進 出 しビ ジネス と して関 係会社 以外 に もサ ー ビスを 行 うか ど うかの検 討 を行 って い る。

・一 般家 庭 向 け端 末 設備 の普 及が必 要 なため 、今 後検 討 を進 め る。

・VAN事 業 化 の検 討、VAN事 業 参画 の検討 等 は過去 に行 った経緯 はあ るが 、結 論 と して

は社内 ホ ス トコ ンピュー タを活用 して 、弊社 関 係 グルー プ企業の情 報交換 実施 とな った。

現 在 はVANに は全 く進 出の意 図 はな い。

・ロー カル セ ンター に とって は、設 備 ・運用 コス トが非 常 に重 い。安 全対策 の重 要性 も益 々

増 すで あ ろ う し、統 合の必 要性 が 出て くるだ ろ う。 いたず らに先走 る ことな く取 り組む 方

針。

・色 々 と調 査 した結 果 、現時 点で は採算 が 合わ ない よ うに思 われ るが 、今後 の変 化が どうな

るの か 待 ち状 態。

〔競合 ・競 争 の面〕

・当社 の事 業 は 「ボ イス メール」 と い うパ ー ソナル コ ン ピュータをホ ス トに 、各 家庭 の電話

機 を端 末 に利用 した事 業で 、音声 応答 と、 情報提 供 を メ イ ンのサー ビス と して い るので、

通 常 のVAN事 業 とは大 分規 模が違 う し、展 開 にっ いて も異 な ってい る。 今後 マー ケ ッ ト

は どん どん 広が り、競 合が あ って も十分 採算 は取 れ る。
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・製造 業 を中心 に、受 発注 情報 や生産 管 理情 報 をVANに 取 り込 む ことに よ り、多企 業 間で

の広 域 的な生 産管理 システ ムの構築 をめ ざす。 デー タの送 受信 だ けで は採 算 は取 れ な いが

VANに 付随 す る ソフ ト開発 、機 器販 売 に よる利 益が 見込 まれ る。ユ ーザ ー 、地 域 が限 定

され るため他 社 とは競合 しない もの と思 われ る。

・採算 にっ いて は非 常 に悲 観的 で あ る。 マ ー ケ ッ トも競 合が多 く伸 び悩 んで い る。

・採 算 にっ いて は今後の 課題。 マ ーケ ッ トにつ いて は充 実 して きた。 競合 は特 にな い もの と

思 う。

・流 通 業界 に特 化 し、 リテ ールサ ポー ト可 能 なナ レッ ジエ ン ジニ ア集 団 を目指 す。乱 立 、過

当競 争、 系列化 競争 が横行 しユ ーザ ー無 視 の状況 が放 置 されて いる。高度 情 報化 、 ネ ッ ト

ワー ク社会 の実 現 など程遠 い と感 じる。

〔その 他〕

・当該 業界(物 流 業者 を含 む)の ビジ ネス プ ロ トコル とEDI化 の よ りい っそ うの 推進 。

・将 来 的 には、 当該業 界 と他 業界(取 引先)の 標 準化 を図 る。

・利用 目的 別CUGシ ステムの構 築。 有 効情 報の 取得

二受発 注 と経営 指導 を行 うボ ラ ンタ リーチ ェー ン(VC)本 部で あ る。 従 ってVANそ の も

の よ り、VC活 動 の対 象増加 が必 要。

・独 自のValueの 創 造がKEYと 思 う。

・NTT市 内 回線料 の 引下 げ及 び 公一 特接続 の 認可 にっ いてVAN業 者へ の配慮 が必 要 。

・弊 社の 主 た る事業 はコ ン ビニエ ンスス トア ーの運 営指 導で あ る。従 って加 盟店 舗 に対 す る

販 売支 援 とい う方 針 を堅持 して 行 く。
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一 質 問12 .lSDN、 衛星 通 信 等新 しい通信 媒体 に関す る意見 ・

〔通 信 コス ト ・料金 〕

・lSDNは 、高速 ・低料 金 に メ リッ トがあ る と思 うが 、 まだ普 及 にい た って い ない とい う

問題点 は何 なの か。 じっ くり見 極 めて 行 きた い。

・デ ータ通信 の効 率性 、 安全 性等 の 向上 が図 られ 、利用 コス トが妥 当 な もの で あれば 利用 の

可能性は高い。

・ISDNは 、公衆通信回線の実質的な料金値下げであり、回線売りでは現在のところ見通

しは立 たな い。

衛 星通 信は 、画像 デ ー タの ブ ロー ドキ ャス トタ イプの採 算の とれ るア プ リケー シ ョンは従

来のVAN事 業または1社 の事業では難 しい。従って情報処理又はデータベース型のVA

N本 来 型 に シフ トす る必 要が あ る。

・通信費低減化の観点から期待

・ISDNは 将来 全 国の90%以 上 を カバ ーで きる よ うにな れば、 導入 す る メ リッ トはあ る

と思 う。 その際 の 接続 料 は安 く して 欲 しい。 そ うすれ ば、 パ ソコ ン通 信がTVに 代 わ る新

しい メデ ィア とな り、VAN事 業の 将来 は明 るい。

・ISDN等 にっ いて はエ ン ドユ ーザ ーが 無意識 で利用 で き る もので あ り、設 備サ ー ビスが

整うこと自体が影響を与えるというより、回線コストの低下が利用拡大と影響を及ぼす大

きな要 素 と思 う。

・回線 コス トの低 下(ISDN等 の利 用 に よ り)と 端末機 能の ア ップに よ り、広域 集配 信楽

務について将来需要が増加するのか減少するのか見込みが立たない。

・通信 コス トの 低下 、情 報 ネ ッ トワー クの 普及(国 際的 、地球 的)に よ り、 社会 、経済 に お

いて も自由化 が進 み 、地球 的 に近 づ いて い くの で は。

シ

・回線料金と益々に低廉化する。今後如何に付加価値を付けていくかがポイントとなる。

・コス ト低 下 のた めNTTの 料 金 引下 げが 必 要。

・低 料金の 新 サ ー ビスを、 投 資を 押 さえ て提 供で きれば と考え た い。ISDNと パ ソコ ン通

信 が競 合 にな るので は。

・普及動 向を みて 利用 したい。 利 用 コス トの 低減 を望 む。 技術動 向 を捉え た い。

・ISDNに っ いて は使用 料 も含 め 、 コス トが低減 した場 合様 々 なサー ビスメニ ューの追 加

にっ なが る と考 え る。

・ISDNは 、VAN事 業の ユ ーザ ー拡 大、 製品拡 大、 コス ト低減 に大 き く寄与す ると思わ

れ る。1SDNが 、現 在の 加入 電 話回 線網 と同様 に全 国で利 用可 能 とな る事が望 ま しい。
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・ISDNの 必 要 性 は十 分認 めて いるが(一 部 使用 中)
、現 在検 討 されて い る料金体系 で は

特 二、般 二 の大 手 は ネ ッ トワー ク収 益が 見込 めな い。 情 報処 理 サ ー ビス業 に徹す る しか な

い。

・ISDNに っ いて は
、全 国 的に ネ ッ トが張 られ れば 当社 と して は十分 利用 価値 あ り(安 価

で あ る)

・衛星 通信 に よる全 国 一律 料金 が設 定 され
、地 上回 線 に比べ て 価格 的 に安 ければ、利 用 して

行 きた い。

・特にlSDNの 全 国展 開 と低料 金 はVANネ ッ トワー クへ の影 響 が大 きい
。 更 にISDN

を伝達網 と して 上 位 にで き るイ ンテ リジェ ン ト ・ネ ッ トワー クは 高度 なサ ー ビス機能 を提

供 す る もの と予想 され 、長 期的 な対 応が 必要 とな る。衛 星通 信 の利用 コス トは米国 と比較

す ると割高で 、 映 像 、 ミュー ジ ッ クの伝送 の ための トラ ポ ン ・リセール は放送 法 との 関連

もあ り、不 透 明 で あ る。

・ISDN等 が 既存 の 通 信サ ー ビス に比 して安 価な水準 で サ ポー トされ るとVAN事 業の 展

開 に著 しい影 響 を与 え る もの と考 え る。 またlSDN等 とVAN事 業 者が 対等 の立場で ネ

ッ トワー ク接 続が 行 な え るこ とが 必要 で あ る。

・ISDNの 料 金 をみ て
、 かっ その 技 術的 なポ テ ンシャル を考 えて い くと、VANの 事業 と

併存 が難 し くな るの か とい う気持 で あ る。 あ と、2～3年 で上 記 媒体 も広 く使わ れ る様 に

に成 るで あろ う。 そ の時の 対応 を 現在 よ り考 えて い く必 要 が あ る と思 われ る。

〔通信 サー ビスの利 用〕

・コン ピュー タバ ッ クア ップサ ー ビスに関 連 してセ ンター間 フ ァイ ル転送
、'lSDN利 用 、

衛 星通 信利用 に取 り組 んで い る。

・昨年 暮れ にや っとNET64が サー ビスを始め たば か りで あ る
。 これ か らは よ り速 い媒 体

に よ る通 信サ ー ビスを多 い に利用 したい。

・ISDNに 対応 で きる端 末機 器が 多様 に開発 され れ ば
、通 信 コス ト、 サ ー ビスの 多様化 の

面で メ リッ トがあ ると考 え る。 サ ッ トにっ いて は広 域 多地 点 同時通 信 に メ リッ トが あ ると

思 うが 、地方 が情 報の 発進 源 とな るた めの具 体的 な活用 法 は 、今後 検討 され て い くと考 え

る。

・ビジネスが益 々国際 化 の動 向 を示す 中 で
、一般 第2種 電 気通 信 事業 者 と して も国際的 な技

術 動向 は見 落 とす ことはで きない。 大半 が地域 に 閉 じたサ ー ビスで あ って も、可能性 を も

閉 ざ した通信 サ ー ビスで あ って は な らない と思 う。
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・通 信手 段 と して安 く、信 頼 性の 高 い もの があ れば、 積極 的 に利 用の検 討を して い く。 提 供

サ ー ビスを情 報処 理中心 に考 え て いるの で、特 に通 信媒 体に は こだ わ らな い。

・通 信 衛星 は、将 来 の トー タル ネ ッ トワー ク上 の1つ の ツール であ り、個 々の ツール の特 徴

を見極 め なが ら、独 自に も し くは複 合 して 利用 され て行 くもの と考 え る。

・VANは 全国VANと 地 域VANは 併存す るこ とか ら
、地 域VANと しての 利用 範囲 、形

態 のみ 考察 す る。

・当方の 事業 に は影 響 は全 くな し。

・lSDNに 関 して はあ る程度 普及 した段 階 で利用 を考 え たい。

・ISDNは 、近 々使 用予 定。 衛星通 信 にっ いて も使用予 定。

・従 来で は、実 現で きなか った 、ニ ュー ・ビ ジネ スを展開 で き る可能 ↑生が生 まれ た。

・高速 通 信の1SDNが 今後 急速 に普 及す る事 態 を考 慮 し
、活 用 にっ いて シス テム の検討 が

必要 で あ る。

・ISDNは10回 線 加 入 して お りテ レ ビ会議
、 フ ロ ッピー デ ィスク転 送 に利 用 中で あ る。

VAN事 業の 利用 に っいて は未 検討 であ るが 、 その 活用方 法 について 、社外 の研 究 会等 に

参 加 しなが ら情 報 収集 中で あ る。

・lSDNで の ビデ オ テ ックス利 用が可 能 になれ ば、清 川で きるサー ビスは多 い。端 末 及 び

利 用料 金 が格安 に な った場 合競 合す るが 、 現 在は まだ競合 まで は して いな い。

・ISDNは 既存 のVAN事 業 の権益 を大 き く揺 るがせ る ものだ と考 えて い る
。 従来 の いわ

ゆ る基 本通 信 ・高度 通信 サ ー ビスの ほとん どが 、lSDNに よ って置 き換 え られ てい くで

あ ろ う。 結局 、VANサ ー ビス と して残 るのは高度 情 報サ ー ビス(情 報処 理的 な分 野)だ

け とな り、多 くのVAN業 者 が 自然 淘汰 されて い くと思わ れ る。最終 的 に残 るの は質の よ

い情報処 理 サ ー ビスを提 供で きるVAN業 者 だ けと なるで あろ う。

・ISDNや 衛星 は もう少 し大規 模のVANで の利用 にな ると思 う
。弊 社の 様 に地域 に根 ざ

した小 さな もの で は、 まだ まだ使 い こな す レベ ルに達 して いな い。

・基本 サ ー ビスの比 重が 高 い と両 媒体 と競 合す るた め より上 位層 のサ ー ビスヘ シフ トす る
。

将来 は利 用す るこ とにな ると思 われ る。

・将来 の課題 と して い るが 具 体的利 用計 画 は まだ 未定
。 情報 収集 して いる。将 来、 マ イナ ス

の影響 を受 け な いよ うに 自 らも利 用す る方 向で 考え た い。

・ニ ュー メデ ィア、特 に1SDNに よ って今 後一層 のVAN業 務の進 展が 図 られ るとの 観点

か らISDNを 積極 的 に利用 す る方 針 であ る。
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・積極 的 な利用 を考え て い きた い。

・ISDNは 国 内大型VANと しての活 用 を考え て お り、パ ケ ッ トサー ビスの早 期開 始 を希

望す る。 又ISDNは 第2の 迂 回路 と して の活 用 を考慮 中。

・ISDNに 対す るニ ー ズ は高 く一 部利 用 して い る ものの 、設 備の普 及が 不十 分。 この普 及

が進 めば 画期 的 に利 用 が広 が り、当社 も積 極的 に取 り組 む予 定。 衛星通 信 は現 状で は採 算

面で 問題 あ り。 実際 に 利用 す るにい た ってい な い。

・ISDNは 今 後大 き くの び るシステ ムで あ り、我 々中小 企業 で も利 川 し易 い。

・現状 で は特 に需要 は ないが 、ISDNに っ いて は画像 伝送 で考え て い る。

〔通 信媒体 及 び システム の検 討〕

・新 しい媒体 にっ いて は①既 存の イ ンター フェー ス との 相互接 続性 ② 安全性 、信 頼性 等 に

っいて 見極 めた うえ積 極 的 に対 応 を図 りた い。

・当社 は特定 地域 に限定 してお り、特 に新 媒 体等 の利用 ・関 心 はな い。

・ISDN利 用 にお け るパ ケ ッ ト通 信及 びパ ケ ッ ト通 信の高 速化(9600bps以 上)サ ポー ト

を強 く望 む。

・ISDNに っ いて は今様 子 うかが いの 所で すが 、衛 生通 信 にっ い ては まだま だ先の こと と

考え て い る。

・ISDNに っい てはNTTのINS64を 検討 中。

・低 トラ フィ ックのデ ー タ処 理 を中心 に事 業展 開 を考え てい るがISDNに つ いて は今後 も

研 究 を続 け る。

・大 容量 ・高速 伝送 システ ムがVANシ ステ ムの生 命線 にな る時代 に な って い る。 これ まで

の 稚拙 な テス ト段 階程 度 の情報 量 を扱 って い る程度 で は決 して社 会的 な システ ムに は成 長

で きない。

・INS64に つ いて 、当社 ネ ッ トワー クの足 まわ り、G4フ ァ クシ ミリ、 フ ァイル転 送通

信 用 と して検 討 中。INSl500、 衛 用通 信 にっ いて はバ ッ クア ップ回線 と しての 利用

等 を検 討 中。

・ISDN-Pが 出現 す る ことに よ り、基 本通 信 サー ビス は ほぼ 事業 と して 成 り立 たな くな

ると思わ れ る。

・通信 の基 本 は場 所 、時 間を超 え て 自由に必 要 とす る情報 を得 られ る ことにあ る。従 って 、

通 信時 間の短 縮及 び場 所 に左右 され ない通 信形 態 は今後 の方 向 と して望 ま しい姿 であ る と

思 う。 又 、新 しい通 信媒体 に よ る ビジネ スチ ャ ンス も開 け る もの と考 え る。
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・CAD等 大容 量 デ ータの通 信の た め、ISDN等 安 価 な高速 回線の利用 技 術を研 究 しな け

れば な らな い。

・新媒 体 は業務 用 と して使 え るには 、相 当な時 間が かか ると思 われ る。基 幹通 信 は、通 信 と

の品 質管 理 の概 念 に欠 けて いるの では ないか 。新技 術 の実験 は易 いが実用 は難 しい。

・新 しい 媒体 の増 加 に よ り当社 の提 供す るサ ー ビスの需 要拡 大が望 め非常 に好 ま しい傾向 と

な る。 しか し、 反面 急速 な技 術進 歩に 伴 う設 備投 資、 研究 ・開発 に要す る費用 の増 額及 び

人材 の 育成 の負 担 は大 きく事 業計 画立案 が困 難 とな る。

・新 技術 にっ いて は積極 的に取 り込 み、 それ をベ ー スに した新 規 メニ コ.」の 開発 を行 な いた

いo

・今 後ニ ー ズの 多様 性の 顕在 化に伴 い新 し くビジネ スサ ー ビスが広 まり情 報 ・通 信の 世界 は

様 が わ りす るか もしれ な い。

・一 般家 庭へ 広 く普 及 して ゆ くで あ ろ う媒体 と思 われ るが 、それ に対応 して行 く為の 設 備投

資 等不 透 明 な部分 も多い。

・新 しい媒 体の 特性 を活 かせ る新 サー ビス、 形態 を検討 中。

・ISDNに っ いて は利 用を 検討 中。

・新 媒 体 は5年 を待 たず して 営業 戦略上 大 きな変換 を もた らす と考えて い る。ISDN関 連

にっ いて は新 事業 の可 能性 を探 って い る。 た だ し、戒 杖 はVANの みで はな いの で、 あ く

まで 事業 計画 のiフ ァクター と して対 応 して い く。

・ISDNに っい て は、現在 計画 中で あ り、 将来 的 には$業 化 してい きたい。

・新 しい媒 体 にっ いて は便利 で廉 価で あれ ば積 極的 に利川 して い く。

〔早 期 実現 〕

・実現 す る時 期の 判断 が容 易で ない。

・ISDNはVAN事 業の ユ ーザ ー拡 大 、製品 拡大 、 コス ト低減 に大 き く寄与 す る と考え ら

れ る。ISDNが 現 在 の加入電 話 回線網 と同 様 に全国 で利用 可能 とな るこ とを早期 に実 現

され る ことを望 む。

・ISDNはVAN事 業 のユ ーザー拡 大、 製品 拡大 、 コス ト低減 に大 き く寄 与す る と考え ら

れ る。ISDNが 現 在の 加入電 話 や回線網 と同様 に全 国 ど こで も利用可 能 に なる よ う早 期

に実 現 す るよ う望 む。

・デ ー タ品質 の保 証、 安全性 、高 速性 等非常 に メ リッ トがあ るが、 まだ一 般的 に な って いな

い ので 、普 及が 進 めば と考 えて い る。
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・通信 コス トの軽 減が可 能 とな り、早 期 実現 に期 待す る。

・1SDNはVAN事 業 にと って ユ ーザ ー拡 大
、サ ー ビス拡大、 コス トダ ウンに大 き く寄与

す ると考 え られ る。従 ってlSDNが 全 国 各地 で利用 可能 に なる よ う望 む。

・ISDN等 が動 くまで は、本 格 的 な コ ンシ ューマ ー市 場 は開か ない。

〔競 争 の激化〕

・各種 メデ ィアの発 達 は、サ ー ビス提 供者 に と ってあ りが たい ことで あ ると思 うが、 そ の分

新 規の 参入者 が増 加 して競争 の激 化 を もた らす もの と思 われ る。

・ビジネスチ ャンスが拡 が る事 で あ り歓 迎 す る
。但 し、 ハ ー ド設備 等の 回転が 早 過 ぎて採 算

性 の面 で は、 ます ます難 し くな るだ ろ う。

・ISDNに っいて 第1種 が第2種 の範 囲(現 状で はサ ー ビス範囲 があ い まいな と ころが あ

る。)に 入 って くることが考 え られ 、第2種 にっ いて は脅威 であ る。

・現 在特 に問題 と思 われ るの はISDNの 動 向 で あ る
。ISDNが 普 及す れば 単純 再 販関 係

の 事業 は非常 に大 きな影 響(採 算 の問 題 、投 資回 収の 問題etc)が あ ると考 えて い る。

・新 しい媒 体 を使 った新サ ー ビス を提供 す る こ とで事 業 の展開 に好都 合 な影響 を与 え るが
、

第1種 事 業者 との 競 合 も考え られ るの で適 切な調 整が図 られ なけれ ば いけ ない と考 え る。

・電話 系 、非電 話系 を 含めて総 合的 な通 信 サー ビスが可能 とな ることか らVAN事 業 と して

の広 範 囲な ビジネス展開 が期 待で きるが 、 ます ますの競 合激 化が予 想 され る。

〔そ の他〕

・VAN事 業の 発展 のた めに は端 末機 の 小型 化
、多機 能化 、高セli能化 に加 え低 価格 化(端 末

機、 利用 料)と 政策 的支 援の実 現 が必 要。

・想像 もで きな い世界 が もっ と近 くな って くる
。

・考慮 中
。

・VAN事 業 の普及 促進 及 び通 信 のバ ック ア ップ強化 によ る安 定

・地 域活 性 とい う形 で進 めて い るVAN事 業が 全国 一律 サ ー ビスとい うことに な り他 との差

別 が な くな り、新 た な対応 が必要 とな って くる。

・基 本的 にISDN 、衛 星通信 だ か らと い って 変 わ ると ころがあ って はな らな い と考 え る。

VAN事 業 に と って それ らは単 にサ ー ビス を提供 す るた めの手段 であ り、 価格 と技 術 レベ

ルが市 場 にお ける大量 使用 を可能 にす る事態 になれ ば、使用 機会 は均等 に用意 され な けれ

ばな らな い。

・現 在 の ところ特 に考 えて いな い。
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一 質問15 .EDl標 準 化の 推進 に関 す る意 見

〔普及 ・PR活 動 〕

・EDI標 準 化 は 、各事 業 ・業種 の単 位で}lli進をはか って い るが、㈲ 日本情 報処 理開 発 協会

や通産 省 が、 よ りPR活 動 を積 極的 に行 って いただ きたい と思 う。

・基 本技 術 と しての 相互 接続 性(運 用 面 も含めて)が わか りに くい。 また、 メー カーの 開発

状況 を も っとPRし て欲 しい。

〔プ ロ トコルの整 合 性〕

・キ ャプテ ンシス テム では、 各 メー カー同 一仕様 の端 末 を製 造 して い るq

・メ ー カ ー 間 の プ ロ トコ ル の 整 合 ↑生。

・標準 化 は、 日本 にお いて はあ ま り意 味を持 た ない と思われ る。 民 間の技 術的発 展 によ って

いか よ うに も変 化 す る と思 わ れ る。

・メ ジャー な国 内 ビジネス プ ロ トコルを包 含す る国内 標準の ビジネスプ ロ トコルを早 急 に制

定する必要があると考える。

・当社で は 、共 同資 材VANを 開 発 し、EDlを 推進 して い る。 さ らにサ ー ビスをす す めて

い くが 、"伝 票 の 統一化 や手順 の共 通化"な どの課題 も解 決 して いか なけれ ばな らな い。

〔標準化の推進〕

・標準化に強力に推進する必要がある。

・EDI標 準 化 に関 す る推 進 状況 は、 昨年8月 の セ ミナーで も聞 いて い る。 但 し、現 実 には

当社 で も既 存 の アプ リケ ー シ ョン ・シス テムの 資産が あ り、直 ち にはEDI標 準 に軌道 修

正で きな いで い る。 しか し、長 い 目で見れ ば、 いっ か は標準 化 の軌道 に乗 らねばな らな い

と考 えて い る。

・欧米においては標準化の方向で進んでおり日本においても全業界を統一するのは難しいか

と思 われ るが で き る限 りの 標準 化 を図 って い くべ き と考 え る。

・標準 化の 動向 が遅 い。 欧米 並 み に早 く取 り組ん で欲 しい。

・国際 的視 野 に立 って推進 して ほ しい。

・国際 標準 化活 動 に 日本 と して も積極 的 に参 加 し、 目木の考 え方 、利 川環境 を 反映 した もの

にす るこ とが 必要 と思 う。

・EDIの 標 準 化 は提供者 の み な らず ユー ザー に とって も ビジネス チ ャ ンスが拡 が るわ けな

ので 、広範 囲 な参 加 ・協 力 を求 めて 推進す べ きであ る。

・海外動 向 に遅 れ る ことの な い よ う速 やか に推進 すべ き。
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・役立 っ もの で あれば標 準 化を進 めて いた だ きたいが 標準 化 と、標 準的 とは別 なの で、 それ

程 興味 はあ りませ ん。

・EDIの 第一 歩 と してEIAJ業 界の サ ー ビスを行 う予定。 省庁 タテわ り行政 の一 本化 。

余 りに企業毎 個別 標準 又 は業 界標準 が 強過 ぎる。 そのた め国内 で終始 す る電子 取 引 にお い

て は、なか なか進 歩 は望 めな い と考 え る。

・日本 に於 いて なかな かEDI標 準 化の 実施 は、難 しい と考 え られ る。 企業 の エ ゴイズ ムを

排除 す る為 に も国の機 関 で強 力 に標準 化 をすす め るよ うに持 ってい って もらいた い。

・国 際的 な動 きを把 握 しなが ら、政 府関 係 各省庁 、機 関の指 導の元 、 オー プ ンに行 われ るべ

きと考え る。

・米 国でのANSIX .12、 欧州 でのTDIな ど地 域毎 に、業 界毎 に異 な る ビジネ ス ・プ

ロ トコルがあ り、 また世 界標 準の 設定 を 目指 して い るEDIFACTの 位 置 づ けを考 え、

日本 での標 準化 は これ らを十 分配 慮 した 合理 的な もの とす べ きであ ろ う。

・業 界別で もよ いか ら早期 に標 準化 すべ きであ る。又EDIは プ ロ トコル問 題 で はな く、F

ORMAT問 題 で あ る ことを 認識 すべ きであ る。

・今後 国際EDIの 普 及 を踏 まえて 国際 規 格 に合致 した標準 化 作業が望 まれ る。 また企 業 コ

ー ド等 の統 一 化を望 み たい
。

・早 期の 標準化 を望 む
。

〔その他〕

・省 コス ト、省 タ イム、 省力化 等 々、社 会 に と って は良 い ことと思 う。 セ キ ュ リテ ィー、安

全 性の 確保を得 る ことは当然 とす る。

・郵 政省の相 互接 続実 験 には参 加 したが しば ら く様子 を見 てい る
。

・まだ計 画段 階 に まで至 って いな い
。
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一 質 問16 .事 業 を進 め る上 での 問題点 ・要 望 に関す る意 見

〔料 金〕

・ネ ッ トワー ク構 築 に関 して 、NTT通 信回線利 用料 金が 大 きな負 担 とな るの で、通 信事 業

者向けに一般の料金よりも低廉な事業者用割引き料金の導入にっいて検討 していただきた

いo

・通信 料の 低減 化 、端 末の 低価 格化(メ ー カー)、 行政 の支援 、 ソフ ト開 発 費の支 援 を要望

す る 。

・NTTの 電話 回線 を 利用 して 一般 コ ンシュー マーに対 し、 サ ー ビスを有 料 で行 う事業 を展

閉 し、NTTの 販 売(回 線 利 用)に 貢 献 して い る。NTTよ りその見返 りと して 、利 用料

の割 引等 を実 施 して ほ しい。 な お昨年 よ り情報料 回収 代行 サ ー ビス(ダ イヤルQ2)が 開始

されたが 、試 験 的 に回線 利用 を 始めて い るが、一 業者 が100回 線の うち80回 線 も権利

を持っていたりする不自然な現状を早急に解決して欲しい。

・回線 コス トが非 常 に高 くつ くの が一番 の ネ ックであ る。 その ため単独 で高速 回線 の利 用、

それ によ る画像 等 マル チ メデ ィアへ の大 きな足枷 に な って い る と思 う。 お そ ら く世界 で一

番 高価 で はな いか。

・現 在の電 話 料金 で は、個 人 レベ ルで のネ ッ トワー ク利 用 は、 ブ レーキ をか け られて い る。

個人、中小企業レベルで も利用できるように通話と通信の料金体系を見直していただきた

い。又、遠距離料金は加速度的に安くなっているので、情報の東京集中化が進む事も考え

られ る。

・回線利用料金の値下げが望まれる。

〔制 度 ・政策 ・行 政等 〕

・弊社 のバ ックア ップ ・セ ンタ ー ・サ ー ビス を推 進す る上 で、VAN業 者 、一般 企業 等 に対

す るバ ッ クア ップ ・セ ンター利 用の 義務 付 けが必要 で あ る。 是非 、バ ックア ップ ・セ ンタ

一利用の法的推進をお願いしたい。

・安全 性 ・信頼性 を確 保す るた め に、 どこ まで投資 を行 うかの 判断 が難 しい。 又不 正使用 、

ハ ッカ ー、 ウ ィルス等 に 関す るセ キ ュ リテ ィにっ いて標準 的 な ガイ ドライ ンが欲 しい。

・キ ャプテ ンシス テム でVANを すす め れば 、操 作者 の研 修 も要 らずに稼 働す るこ とを広 く

PRし たい し、行 政 も広 報 して欲 しい。

・地域 の高度 情 報化(特 に地 域 ネ ッ トワー ク)の ため、 行政 レベ ルでの経 済的 援助 を望 む。

・問題 点 は技術者 、 システ ム設計 者 の不足(客 先Solution提 案能 力の不 足=量+質)。

要望 と して は一 貫 性 のあ る行政 支援(ニ ガ イ ド)(g=通 産 省+郵 政省)。
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・回線 の 自由 化によ り、電 気通 信 事業 者の 提供 し得 るサ ー ビスの内容 に は殆 ど規制 が無 くな

り、数多 くの事 業者 お よ びサ ー ビス品 目が出現 し、今後 も増 え続 け るこ とが 予想 され る。

しか し、 通信事 業の 公共 性 を考 え る と、 設備 、機密 保護 等の あ る程 度の 公の ガ イ ドライ ン

を設 け る必 要が あ る と思 わ れ る。

・地方 の企 業(ユ ーザ ー)サ ー ビスを 考え た時単 な る利益追 求 だけで は運 営が難 しい。 あ る

程度 の収益 で別 の分 野で の利 益 を第2種 業者 が求 めて い るが 、一方 で過度 な競 争で ダ ン ピ

ングの情 報を聞 いて お り、健 全 な通 信事 業の上 で問 題で あ る。 何 らかの 行政指 導が 業 界全

体の安 定 的発展 に な ると思 う。

・POS化/EOS化 が普 及す る速 度 に比較 して 、 まだ まだ流通 商品 コー ドの統 一化 が遅 れ

て いる と思 う。 各製 造 メー カー に対 して のPRの 促 進及 び届 出の義 務化 、知(償化 は考 え ら

れ ないの か。

・音 声 にお け る公一 専 接続 の緩 和 、せ めて音 声 メー ル等一旦 蓄積 した もの は 自由に して 欲 し

い。2種 業 者 にお け る割 引 き制度 を お願 い したい。

・VAN事 業に対 す る税政 面 の検 討 をお願 い したい
。

・VAN業 者 がNTTの 公 一特 接続 を可能 とす るシステ ムを実現 して ほ しい
。

・法整 備を 望む。

・先 に も記 入 したよ うに ロー カルVANセ ンター にと って は設 備 コス ト、運 営 コス ト、 市場

性の あ らゆ る面 で採 算性 を厳 しく して い る。 この様 な 中で、地 域の 情報 化 を推進 して い く

必要 があ る。地 域VANに 対 す る支 援政策 は急務 を と考 え る。

・過 当競争 に よ り特二 業者 の料 金約 款 が守 られ てい ない
。 特二業 者の 登録 認可 のサ ー ビス品

目の 中 に約 款が な い もの が あ る。 以 上に よ り、大部 分の一 般第 二種 事業 者 は事 業継 続 に苦

しい状 況 に置 かれて い る。

・行政が 地域VAN事 業 を積極 的 に利用 、支 援 して いただ け るよ う協 力を お願 い したい。

・電子 メー ルな い しパ ソコ ン通 信 が一般 に 普及す る前 段階 にお いて公正 な 価格 によ る市場 原

則が 働 くよ う業 界 内での 自粛 及 び行 政に よ る指 導 をお願 い したい。

・行政 が中 心 とな って 安価 な デ ータベ ー スを構築 し、各 ネ ッ トが 共同 利用 で きる よ う して い

た だ きたい。

・VAN事 業 自体投 資先 行で サ ー ビス終始 後追 い形 であ る。その 為多 くの 業者 が赤字 で 苦 し

んで い ると考 え られ る。 税 制上 の優 遇策 とか 補助 機関 とかを 国が先 行 して くれ るこ とで大

分助 か る と思 うが。
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・行政 は地域VANの 推 進 に よ り協力 を、特 に仙 台の場 合 は官 民一 体 とな って推進 してい る

が卸売 業の 協 力が 非常 に少 ない。

・商習慣 上の 体質 の 改善(特 に流通 業)
。 力関係の しわ よせが 情 報通信 処理 に悪影 響 を与 え

てい る。公 平 さ とル ール の徹 底 を行政 指導 す る必 要が あ る。

・少 しず つ事 業環 境 は よ くな って きて い るが 、 まだ 採算 ベー ス に乗 らない。 行政面 の 育成

支 援を お願 い した い。

NTTの サ ー ビス に対 して は、 ダイヤ ルQ2サ ー ビス等 コモ ンキ ャ リヤ ーと して のサ ー ビ

ス機 能の 早期 拡大 。 又第2種 業 者 と競 合す る高度通 信サ ー ビ ス進 入へ の規 制をお願 い した

い。

・国際VANサ ー ビスの提 供 が可 能 とな る対 地 国の拡 大 とサー ビス品Elの 増加
。 国際 専用 線

.利用 制限 の緩 和。

・VANに つ いて開 放型 政 策 を と って い るため名前 のみ の存 在が 多 いと聞 く
。 行政指 導に お

いて よ り差 別 化を 図 って ほ しい。

・通 産 と郵政 の 行政 の調 整(特 にEDI 、EMAIL)。 又行 政介 入 の度 合いの 抑制(特 に

相 手国 がOKし て い る場 合の 対地 接続 の促進)。

・VAN事 業 は 各種 業界 に関 係 す る事業 であ るため 、それ ぞれ の業 界 にお ける法 的規制 ・商

慣 習等 をVANを 前 提 と した もの へ と調 整 して行 く必要 があ る。

〔利用環境 の 整備〕

・パ ソコ ン通 信サ ー ビス を提 供 して い るが
、同 業他 ネ ッ トの中 で運 営方針 が異 な る場 合に利

害 の対立 す るこ とが あ る。 ケ ー スバ イケー スであ りユ ーザー サ イ ドか ら生 まれて くる もの

で はあ る と思 うが 、パ ソコ ン通信利 用者 の倫理 、 マナ ーの育成 が必 要 か もしれ ない。具 体

的 には、 各 メ ーカ ーの通 信 端 末の マニ ュア ルな どで ユ ーザー の意識 啓 発があ って ほ しい。

・まだ まだ、 コン ピュー タ に関 して ハー ドウェア、 ソ フ トウェア と もコス トが かか りす ぎ、

ユ ーザ ー(端 末利 用 者)へ の 負担 が大 きいた め普及 に時 間を要 しそ う。 情 報の価 値基準 が

定準 化 して いな い現 況下 で 次 スデ ップ(実 務へ の活用)へ の利 用意 欲(需 要)と システ ム

開 発側の 企画(供 給)と の 間 に まだ まだ ギ ャ ップが あ るこ とが 普及 の さ また げにな って い

る。

〔標準化 の 推進〕

・標準化 の為 にVANに 参 加 して い る各 企業 が積極 的か っ具 体的 な意 見交換 を行 い、 その結

果 をどの組 織 又 は誰が 決 定す るのか を明確 にす る事 が重 要 だ と思 う。
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・サ ー ビスの 性格上 ・種 々の端 末 や ホス トマ シ ンとの 接続が 生ず るが ・基 本 プ ロ トコルの標

準化 の徹底 は要 望 され る。

・現 在、資金 難の 為、 小規 模 で しか サー ビスが で きていな い。 しか し、一 般の ユ ーザ ーか ら

料 金を請求 しないの で 、 これ か らス ポ ンサ ーを募集 して い きたい と思 う。 これ は、主観 的

問題 点で あ り,客 観 的 問題 点 と して は、パ ソコ ン通信の 大、 中、 小 各 ネ ッ ト間 にお いて は

通 信方法(プ ロ トコル)が 異 な るので ユ ーザ ーの 戸惑 い は多 い。 今後 、基 本 プ ロ トコル と

しての 統一が 望 まれ る。

・プ ロ トコルの 標準 化

・OSI 、EDI等 の標 準 化 を早 く実現 し、 その具体 的 なア ウ トプ ッ ト(機 器、 システ ム)

の提 供が望 まれ る。

〔イ ンフ ラの整備 〕

・電話 の プ ッシュ式 、 ダ イヤル式 の2通 りが あ るこ と。▲ て プ ッシ ュ式 に な ると、諸 々の電

話 サー ビスを公 平 に行 な え る。

・当社サ ー ビスの特 徴 と して過 疎地 を全 国 ベー スで ネ ッ トす る事 に意義 を 感 じてい る。 とは

言 う ものの 、 日本 国 内で も情 報 イ ンフ ラの格差 は大変 な もので も う少 し何 とかな らな い も

のか。

・イ ンフラ産 業 と して の 重要 性 に鑑 み、税 制上 の 優遇 措置 等 を行政 に求 めて い きたい。 また

自由な事 業展開 をす るた め に も規 制解 除を求 め たい。

・システ ムの追求 よ り も、 コス トダ ウ ンに よ る普及 の拡大 と、誰 もが使 え る容易 な システ ム

を作 るこ とがVANシ ス テム を広 め るキ ーポ イ ン トと考 え る。っ ま り、 いっで もどこで も

誰 で もが気 軽 に、安 く使 え るか否 か とい うことで あ る。

〔その他〕

・卸主導型 の受 発注処 理 を 主 とす るネ ッ トワー ク と して 発足 した が、卸 売 業各社 の意識 が 低

く、ユ ーザ ーが集 ま らな い状 態 で営 業等 に運用 を依託 され て い る計 算 セ ンターの社 員が 走

り回 ってい る。株主 で あ る卸 売 業 各社の 積極的 姿勢 と協 力が必 要 とな って い る。

・シェアー ドテナ ン トサ ー ビスの 普及 が遅 れて い る。 又 テナ ン トビルに於 け るホ ス トコ ンピ

ュー タ(共 同利用 型)が 少 な い ため、 テナ ン トビルか らの コ ン ピュー タ問通 信が 普遍化 し

て いな い。

・情 報 はタダ と思 って い るの は 日本 人で あ るが官 にた よ って も筋違 い なの で民が一 層常 識を

破 らない と業 界の発 展 が 遅れ て い く。
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